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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は、含まれておりません。 

２．第35期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

４．平成16年３月31日現在の株主に対して、平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行ってお

り、平成16年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

なお、平成16年３月期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額等との整合性を図ることから、権

利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

５．平成18年３月31日現在の株主に対して、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行ってお

り、平成18年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

なお、平成18年３月期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額等との整合性を図ることから、権

利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

６．第38期から、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため

第37期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 38,129 54,835 81,660 160,732 264,931 

経常利益（百万円） 3,061 4,367 6,835 10,650 17,548 

当期純利益（百万円） 1,718 2,006 2,884 3,268 5,395 

純資産額（百万円） 18,484 24,971 43,305 57,610 83,546 

総資産額（百万円） 56,053 75,254 140,832 213,914 299,138 

１株当たり純資産額（円） 1,920.70 2,319.50 3,144.86 1,874.33 2,445.30 

１株当たり当期純利益（円） 189.18 178.22 227.46 111.90 158.41 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 33.0 33.2 30.7 26.9 27.9 

自己資本利益率（％） 10.9 9.2 8.4 6.5 7.6 

株価収益率（倍） 28.49 22.50 40.62 35.92 54.29 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,520 2,914 4,388 9,561 19,556 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△8,938 △5,552 △9,746 △20,178 △28,145 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
8,194 9,480 20,571 7,783 18,990 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
8,459 15,202 30,250 27,045 38,128 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

3,574 

(276) 

4,581 

(298) 

8,896 

(445) 

15,499 

(867) 

18,996 

(2,316) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．平成13年10月23日付1,000千株、平成14年４月９日付1,100千株、平成15年４月30日付1,200千株、平成16年

３月４日付1,500千株、平成17年３月３日付3,000千株及び平成17年10月７日付3,000千株の公募増資を実施

いたしました。 

また、平成15年５月27日付100千株、平成16年３月23日付200千株、平成17年３月23日付200千株及び平成17

年11月１日付400千株の第三者割当増資を実施いたしました。 

３．第35期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．社内独立者については「５．従業員の状況」に記載しております。 

６．平成16年３月31日現在の株主に対して、平成16年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行ってお

り、平成16年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

なお、平成16年３月期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額等との整合性を図ることから、権

利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

７．平成18年３月31日現在の株主に対して、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行ってお

り、平成18年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。 

なお、平成18年３月期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額等との整合性を図ることから、権

利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

８．第38期の１株当たり配当額15円には、東証一部上場記念配当２円50銭を含んでおります。 

９．第38期から、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため

第37期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 8,771 10,171 11,360 12,677 13,507 

経常利益（百万円） 1,475 1,839 2,405 2,617 1,893 

当期純利益（百万円） 787 1,039 1,381 1,138 363 

資本金（百万円） 5,614 8,181 16,200 21,915 30,755 

発行済株式総数（千株） 9,625 10,725 13,725 30,650 34,050 

純資産額（百万円） 16,318 22,280 39,463 51,646 69,251 

総資産額（百万円） 28,283 38,553 61,023 73,200 94,121 

１株当たり純資産額（円） 1,695.60 2,070.36 2,868.02 1,681.35 2,031.62 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

15.00 

(－) 

17.50 

(－) 

20.00 

(－) 

11.25 

（－） 

15.00 

（－） 

１株当たり当期純利益（円） 86.63 89.88 106.30 36.89 8.79 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 57.7 57.8 64.7 70.6 73.6 

自己資本利益率（％） 5.5 5.4 4.5 2.5 0.6 

株価収益率（倍） 62.22 44.61 43.46 108.96 978.38 

配当性向（％） 18.3 19.5 18.8 30.5 170.6 

従業員数 

（外、社内独立者数） 

［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

112 

(349) 

[139] 

117 

(399) 

[141] 

132 

(437) 

[150] 

175 

(450) 

[166] 

324 

(412) 

[165] 



２【沿革】 

昭和23年８月 大阪市阿倍野区において、木製品の製造を主とする荒木製作所を創業。 

43年12月 工業用デザインモデルの製造及び販売を目的として大阪市東住吉区に㈱大阪デザインモデルセン

ターを設立。 

58年10月 大阪市平野区に本社ビル完成。㈱デザインモデルセンターに商号変更。 

59年10月 米国ニューヨークにモデルメーカーアソシエイツを設立。 

60年４月 米国シカゴにプロトタイプテクノロジーズ（アーククリエイティブネットワークシカゴ支社）を

設立。 

60年８月 韓国富川に韓国ティーエムシー（コーリアアーク）を設立。 

63年10月 英国イングランド及びウェールズにヨーロッパモデルメーカーアソシエイツ（アークヨーロッ

パ）を設立。 

63年12月 タイ国バンコクにタイデザインモデルマニュファクチャリング（現：アークコーポレーション

（タイランド）（以下「タイアーク」と称す））設立。 

平成元年９月 昭和63年10月に業務提携した７社を吸収合併、㈱アークに商号変更し、本店を大阪府松原市に移

転する。これに伴い、海外子会社についても合併及び商号変更を実施し、アーククリエイティ

ブ ネットワーク（現：アークプロダクトディベロップメントグループ ユーエスエー（以下「米

国アーク」と称す））、アークヨーロッパ（現：アークプロダクトディベロップメントグループ

リミテッド（以下「英国アーク」と称す））、コーリアアーク（以下「韓国アーク」と称す）と

なる。 

３年４月 フルライン事業の本格展開。 

５年１月 本店を大阪府松原市から大阪府富田林市へ移転、社内独立制度の導入。 

８年９月 当社の発行する株式を、日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録。 

８年11月 タイアークがアークコーポレーション（マレーシア）（以下「マレーシアアーク」と称す）を設

立。 

10年10月 ㈱安田製作所と業務・資本提携。 

11年10月 ㈱シバックスと業務・資本提携。 

12年４月 ㈱平井精密（同年８月㈱ソルプラスに商号変更）と業務・資本提携。 

サンジェント（台湾）と合弁会社アークサンジェント（台湾）を設立。 

12年９月 タイアークが㈱シバックスと合弁会社シバックスアンドアーク（アジア）（以下「シバックス＆

アーク」と称す）を設立。 

12年12月 ㈱メイテックと合弁会社㈱スリーディーテックを設立。 

13年１月 英国アークがラーハー（仏国）と業務・資本提携し、ラーハーグループアーク（現：アークプロ

ダクトディベロップメントグループエスエー（以下、「フランスアーク」と称す））へ商号変

更。 

英国アークがテクノプラストインダストリアルアンドトレイディング（ハンガリー）と合弁会社

アークテックを設立。 

13年３月 昭和精機工業㈱を買収。 

 タイアークがシルエット（オーストラリア）と業務・資本提携し、アークシルエット（現：アー

クオーストラリアアンドニュージーランド（以下、「オーストラリアアーク」と称す））に商号

変更。 

13年６月 江川精工㈱を買収。 

13年７月 ディソン（台湾）と合弁会社アークディソン（台湾）を設立。 

13年９月 ㈱日本テクシードと業務・資本提携。 

岐阜精機工業㈱の全株式を取得し、同社及びその子会社である㈱イージーエス、神岡精機㈱（両

社は17年５月㈱神岡イージーエスとして合併）、㈱型システムがグループ入り。 

13年10月 アークディソンが中国上海市に同社工場を新設。 



13年11月 孫成信（韓国）（同年12月ソン＆アークに社名変更）と業務・資本提携。 

13年12月 英国アークがエルシーオー（フランス）、プロトモール（フランス）（両社は17年１月エルシー

オープロトモール（フランス）として合併）と業務・資本提携。 

14年１月 東周産業（韓国）と業務・資本提携。 

14年４月 韓国アークが宇田精密（韓国）（現：宇田）と業務・資本提携。 

14年５月 タイアークが、㈱サンケイケムテック（現㈱モールドテックジャパン）と合弁会社サンケイタイ

ランドを設立。 

14年10月 アークプロダクトディベロップメントグループ（シンガポール）（以下「シンガポールアーク」

と称す）を設立。 

英国アークが、マテリアライズ（ベルギー）に資本参加。 

15年４月 ㈱積水工機製作所（大阪証券取引所市場第二部上場）株式を公開買付けにより取得。 

 ソン＆アーク（韓国）が、中国昆山市に孫亜克電子（昆山）を設立。 

15年５月 ムネカタ㈱及び東北ムネカタ㈱（両社は同年10月ムネカタ㈱として合併）と業務・資本提携。 

15年７月 宇田（韓国）が中国大連市に大連宇田電子を設立。 

15年９月 韓国アークがエニテックエンジニアリング（韓国）と業務・資本提携。 

 マテリアライズ（ベルギー）と合弁会社、㈱マンモスセンターを設立。 

15年11月 ㈱タクミック・エスピーの全株式を取得。 

15年12月 米国アークがアーケルエンタープライズ（カナダ）と業務・資本提携。 

16年１月 大連日東塑料加工（中国）の全株式を取得。 

英国アークがＮＰＬテクノロジーズ（英国）と業務・資本提携。 

16年３月 ㈱サトーセンと業務・資本提携。 

16年５月 アヴァプラス（シンガポール証券取引所上場）の株式を公開買付けにより取得。 

16年６月 南部化成㈱（ジャスダック証券取引所上場）の株式を公開買付けにより取得。 

16年７月 韓国アークがデイーテック（韓国）と業務・資本提携。 

16年８月 韓国アークがプラコー（韓国）と業務・資本提携。 

16年10月 クローバー電子工業㈱と業務・資本提携。 

16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

17年１月 スタンダード㈱、日本ミクロン㈱、東邦システム㈱と業務・資本提携。 

17年２月 ㈱日本テクシードがジャスダック証券取引所へ上場。 

ショープラ香港（中国）と業務・資本提携。 

英国アークがＰＣＬグループ（ドイツ）と業務・資本提携。 

17年４月 ㈱三洋化成製作所と業務・資本提携。 

岡山ミノルタ精密㈱（現：アーク岡山㈱）と業務・資本提携。 

セチンマネジメント（カナダ）（現：アークセチンマネジメント）と業務・資本提携。 

英国アークがフランス モンターギュ市にサーモ（フランス）を設立。 

17年５月 ㈱キョウデンプロダクツ（現：㈱アークプロダクツ）と業務・資本提携。 

英国アークがアドヴァンスドツーリングシステムズ（オランダ）（現：アークネザーランズ（以

下、「オランダアーク」と称す））の全株式を取得。 

韓国アークがアキュリス（韓国KOSDAQ市場上場）の株式を第三者割当により取得。 

17年10月 東京証券取引所市場第一部へ上場。 



３【事業の内容】 

当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下当社という）及び連結子会社142社（うち海外連結子会社109社）、

関連会社７社（うち海外関連会社６社）により構成されており、当社グループが営んでいる主な事業内容は、新製品

開発支援企業として、企画、デザイン、設計、試作品、金型・成形品等の製造・販売であります。 

当社グループは、国内外関係会社相互間において製造の一部委託又は受託を行っております。 

なお、上記関係会社のうち、㈱積水工機製作所は大阪証券取引所市場第二部（コード番号6487）に、南部化成㈱はジャ

スダック証券取引所（コード番号7880）に、㈱日本テクシードはジャスダック証券取引所（コード番号2431）に、アヴァ

プラスはシンガポール証券取引所に、アキュリスは韓国ＫＯＳＤＡＱ市場に、それぞれ上場しております。 

※１．マレーシアアークはタイアークの100％子会社であり、シバックス＆アークはタイアークの60％子会社（㈱シバッ

クス出資比率40％）であり、オーストラリアアーク（旧：アークシルエット）はタイアークの70％子会社でありま

す。 

※２．ソルプラスアジアは㈱ソルプラスの100％子会社であり、ヒライセイミツ（タイ）は㈱ソルプラスの76％子会社で

あります。 

※３．エニテックエンジニアリングは韓国アークの55％子会社であり、デイーテックは韓国アークの30％子会社であり、

アキュリスは韓国アークの33％子会社であります。 

また、宇田（旧：宇田精密）は韓国アークの48％子会社でありましたが、持分の変動により、当連結会計年度下半

期より持分法適用関連会社となっております。 



※４．サンケイタイランドはタイアークの関連会社で、持分法適用会社であります。 

※５．孫亜克電子（昆山）有限公司はソン＆アークの100％子会社であります。 

※６．大連宇田電子有限公司は宇田（旧：宇田精密）の100％子会社であり、当連結会計年度下半期より持分法適用関連

会社となっております。 

※７．ＰＴショープラインド及びＳＰエボリューション（タイランド）は、㈱タクミック・エスピーの100％子会社であ

り、ショープラベトナムは、㈱タクミック・エスピーの85％子会社であります。 

※８．アヴァプラスタイランド（旧：アヴァプラスナイプロ（タイランド））はアヴァプラスの関連会社で持分法適用会

社でありましたが、平成17年７月よりアヴァプラスの100％子会社となっております。 

※９．ムネカタアメリカはムネカタ㈱の100％子会社であります。 

※10．アーケルエンタープライズは米国アークの80％子会社であります。 

※11．フランスアーク、アークテック、オランダアーク及びサーモは英国アークの100％子会社であり、ＮＰＬテクノロ

ジーズは英国アークの57％子会社であり、ＰＣＬグループは英国アークの83％子会社であります。 

※12．英国アークの100％子会社でありましたエルシーオー及びプロトモールは、平成17年１月をもって合併し、エルシ

ーオープロトモールとなりました。なお、エルシーオープロトモールは、英国アークの100％子会社であります。 

※13．徳島昭和精機㈱は昭和精機工業㈱の100％子会社であります。 

※14．㈱型システムの100％子会社でありました神岡精機㈱と㈱イージーエスは、平成17年５月をもって合併し、㈱神岡

イージーエスとなりました。なお、㈱神岡イージーエスは、㈱型システムの100％子会社であります。 

※15．㈱型システムは岐阜精機工業㈱の100％子会社であります。 

※16．アークセチンマネジメントはアークカナダホールディングスの51％子会社であります。 

※17．アークカナダホールディングスはアークノースアメリカホールディングスの100％子会社であります。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

米国アーク 

米国 

（カリフォルニ

ア） 

千米ドル

13,500

工業デザインモ

デルの製造販売 
100 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

英国アーク 

（注）１ 

英国 

（グロスター） 

千英ポンド

80,468

工業デザインモ

デルの製造販売 
100 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

フランスアーク 
仏国 

（イヴリーヌ） 

千ユーロ

262

工業デザインモ

デルの製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

韓国アーク 

（注）１ 

韓国 

（仁川） 

百万ウォン

44,100

工業デザインモ

デルの製造販売 
100 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

タイアーク 

（注）１ 

タイ 

（パトンタニ） 

千タイバーツ

1,769,500

工業デザインモ

デルの製造販売 
100 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

マレーシアアーク 

マレーシア 

（セランゴー

ル） 

千マレー

リンギット

6,700

工業デザインモ

デルの製造販売 

100 

(100) 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

シバックス＆アーク 
タイ 

（パトンタニ） 

千タイバーツ

75,000

工業デザインモ

デルの製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

オーストラリアアーク 
豪州 

（メルボルン） 

豪州ドル

60

工業デザインモ

デルの製造販売 

70 

(70) 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

アークサンジェント 
台湾 

（台北） 

千台湾ドル

20,000

金型・成形品の

製造販売 
70 

当社が金型・成形品を

購入。 

役員の兼任あり。 

アークディソン 
台湾 

（台北） 

千台湾ドル

71,627

工業デザインモ

デルの製造販売 
70 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

役員の兼任あり。 

ソン＆アーク 

（注）２ 

韓国 

（ソウル） 

百万ウォン

1,800
金型の製造販売 50 － 

東周産業 
韓国 

（仁川） 

百万ウォン

9,800
金型の製造販売 100  役員の兼任あり。 

エルシーオープロトモー

ル 

仏国 

（アネシー） 

千ユーロ

100

工業デザインモ

デルの製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

ヒライセイミツ（タイ） 
タイ 

（チョンブリ） 

千タイバーツ

65,000

金型・成形品の

製造販売 

76 

(76) 
－ 

ソルプラスアジア 
タイ 

（チョンブリ） 

千タイバーツ

20,000
金型の製造販売 

100 

(100) 
－ 

シンガポールアーク 

シンガポール 

（シンガポー

ル） 

千シンガポー

ルドル

3,500

金型の製造販売 100 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

エニテックエンジニアリ

ング 

韓国 

（水原） 

百万ウォン

62

電機、電子製品

の設計・開発 

55 

(55) 

当社が電機、電子製品

の設計・開発を依頼。 

 



名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

ムネカタアメリカ 

米国 

（カリフォル

ニア） 

千米ドル

25,240

金型・成形品の

製造販売 

100 

(100) 
－ 

アーケルエンタープライ

ズ 

カナダ 

（オンタリオ） 

千カナダドル

9,415
金型の製造販売 

80 

(80) 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

孫亜克電子（昆山）有限

公司 

中国 

（昆山） 

千人民元

5,794

成形品の製造販

売 

100 

(100) 
－ 

ＰＴショープラインド 
インドネシア 

（ブカシ） 

百万ルピア

36,892

試作・成形品の

製造販売 

100 

(100) 
－ 

ショープラベトナム 
ベトナム 

（ドン・ナイ） 

千米ドル

10,000

試作・成形品の

製造販売 

85 

(85) 
－ 

ＳＰエボリューション

（タイランド） 

タイ 

（ラヨーン） 

千タイバーツ

305,000

試作・成形品の

製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

大連日東塑料加工有限公

司 

中国 

（大連） 

百万円

800

成形品・二次加

工品等の製造販

売 

100 役員の兼任あり。 

ＮＰＬテクノロジーズ 
英国 

（ナニートン） 

千英ポンド

144
金型の製造販売 

57 

(57) 
役員の兼任あり。 

アークテック 

ハンガリー 

（ミシュコル

ツ） 

千フォリント

367,000

工業デザインモ

デルの製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

アヴァプラス 

シンガポール 

（シンガポー

ル） 

千シンガポー

ルドル

12,367

金型・成形品の

製造販売 
54 役員の兼任あり。 

プラコー 
韓国 

（華城） 

百万ウォン

22,500

金型・成形品の

製造販売 
100 役員の兼任あり。 

デイーテック 

（注）２ 

韓国 

（仁川） 

百万ウォン

10,000

金型・成形品の

製造販売 

30 

(30) 
－ 

ＰＣＬグループ 
ドイツ 

（ミュンヘン） 

千ユーロ

96

自動車・航空宇

宙関連向け製品

開発サービス 

83 

(83) 
－ 

ショープラ香港 

（注）１ 

中国 

（香港） 

千香港ドル

371,580

プラスチック射

出成形品の製造

と金型販売 

100 役員の兼任あり。 

アキュリス 

（注）２ 

韓国 

（安山） 

百万ウォン

21,610

プリント配線基

板の加工製造及

び販売 

33 

(33) 
－ 

アークセチンマネジメン

ト 

（注）１ 

カナダ 

（オンタリオ） 

千カナダドル

43,600

金型・成形品の

製造販売 

51 

(51) 
役員の兼任あり。 

オランダアーク 
オランダ 

（アルメロ） 

千ユーロ

22
金型の製造販売 

100 

(100) 
－ 

アヴァプラスタイランド 
タイ 

（アユタヤ） 

千タイバーツ

80,000

成形品の製造販

売 

100 

(100) 
－ 

 



名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

サーモ 

フランス 

（モンターギ

ュ） 

千ユーロ

5,000

金型・成形品の

製造販売 

100 

(100) 
役員の兼任あり。 

㈱安田製作所 
東京都 

品川区 

百万円

237

金型・成形品の

製造販売 
91 

当社が金型・成形品を

製造委託し、工業デザ

インモデルを販売。 

役員の兼任あり。 

㈱ソルプラス 

東京都 

西多摩郡 

日の出町 

百万円

295

金型・成形品の

製造販売 
72 

当社が金型・成形品を

製造委託し、工業デザ

インモデルを販売。 

役員の兼任あり。 

昭和精機工業㈱ 
兵庫県 

尼崎市 

百万円

96

金型・成形品の

製造販売 
100 

当社が金型・成形品を

製造委託し、工業デザ

インモデルを販売。 

役員の兼任あり。 

徳島昭和精機㈱ 

徳島県 

名西郡 

石井町 

百万円

48

金型・成形品の

製造販売 

100 

(100) 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

江川精工㈱ 
岐阜県 

羽島市 

百万円

10
金型の製造販売 100 

当社が金型を製造委託

し、工業デザインモデ

ルを販売。 

役員の兼任あり。 

岐阜精機工業㈱ 
岐阜県 

岐阜市 

百万円

400

金型・成形品の

製造販売 
100 

当社が金型・成形品を

製造委託し、工業デザ

インモデルを販売。 

役員の兼任あり。 

㈱型システム 
岐阜県 

瑞穂市 

百万円

200

金型・成形品の

製造販売 

100 

(100) 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

㈱神岡イージーエス 
岐阜県 

飛騨市 

百万円

80

金型・成形品の

製造販売 

100 

(100) 

当社が金型を製造委

託。 

㈱日本テクシード 

（注）２（注）３ 

名古屋市 

中区 

百万円

715
技術者人材派遣 40 

当社が技術者派遣を依

頼。 

役員の兼任あり。 

㈱シバックス 

（注）２ 

横浜市 

都筑区 

百万円

494

工業デザインモ

デルの製造販売 
42 

当社が工業デザインモ

デルを販売・購入。 

㈱積水工機製作所 

（注）３ 

大阪府 

枚方市 

百万円

1,613

金型・産業機器

の製造販売 
59 

当社が金型を製造委託

し、工業デザインモデ

ルを販売。 

役員の兼任あり。 

ムネカタ㈱ 

（注）２ 

福島県 

福島市 

百万円

100

金型・成形品の

製造販売 
41 

当社が金型・成形品を

製造委託し、工業デザ

インモデルを販売。 

㈱設計果 

（注）２ 

大阪府 

交野市 

百万円

20

家電・ＡＶ機器

等の製品設計 
50 

当社が製品設計を依

頼。 

 



名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

㈱タクミック・エスピー 
神奈川県 

相模原市 

百万円

490

工業デザインモ

デルの製造販売 
100 

当社が工業デザインモ

デルを購入。 

役員の兼任あり。 

㈱マンモスセンター 

（注）２ 

山梨県 

富士吉田市 

百万円

30

樹脂部品及び大

型試作品の製造

販売 

50 

当社が大型試作品を製

造委託。 

役員の兼任あり。 

㈱サトーセン 
大阪市 

西成区 

百万円

181

めっき加工・各

種プリント配線

基板の製造販売 

97 

当社がプリント配線基

板を製造委託し、工業

デザインモデルを販

売。 

南部化成㈱ 

（注）２（注）３ 

（注）５ 

静岡県 

榛原郡吉田町 

百万円

1,800

成形品並びに自

社電化機器製品

の製造販売 

46 

当社が成形品を製造委

託。 

役員の兼任あり。 

クローバー電子工業㈱ 
北海道 

恵庭市 

百万円

420

プリント配線基

板の加工製造及

び販売 

86 

当社がプリント配線基

板を製造委託し、工業

デザインモデルを販

売。 

役員の兼任あり。 

スタンダード㈱ 
長野県 

下諏訪町 

百万円

20

プレス加工、型

及び各種治工具

の設計製造 

100 

当社がプレス加工、型

及び各種治工具の設計

製造を委託。 

役員の兼任あり。 

日本ミクロン㈱ 
長野県 

岡谷市 

百万円

48

プリント配線基

板の開発設計及

び製造販売 

65 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

東邦システム㈱ 

（注）２ 

大阪府 

守口市 

百万円

20

プリント基板の

設計・製造販売

及びソフトウエ

ア開発  

41 

当社がプリント基板の

設計・製造及びソフト

ウェア開発を委託。 

役員の兼任あり。 

㈱三洋化成製作所 
横浜市 

都筑区 

百万円

80

成形品の製造販

売 
70 

当社が成形品を製造委

託し、工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

アーク岡山㈱ 
岡山県 

真庭市 

百万円

40

成形品の製造販

売 
100 

当社が成形品を製造委

託し、工業デザインモ

デルを販売。 

㈱アークプロダクツ 
大阪府 

羽曳野市 

百万円

100

成形品の製造販

売 
100 

当社が成形品を製造委

託し、工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

アークノースアメリカホ

ールディングス 

米国 

（カリフォル

ニア） 

千米ドル

100
持株会社 100 

アークカナダホールデ

ィングスへの出資。 

役員の兼任あり。 

アークカナダホールディ

ングス 

カナダ 

（オンタリ

オ） 

千カナダドル

100
持株会社 

100 

(100) 

アークセチンマネジメ

ントへの出資。 

役員の兼任あり。 

その他80社      

 



 （注）１．英国アーク、韓国アーク、タイアーク、ショープラ香港及びアークセチンマネジメントは、特定子会社に該

当しております。 

２．ソン＆アーク、デイーテック、アキュリス、㈱日本テクシード、㈱シバックス、ムネカタ㈱、㈱設計果、㈱

マンモスセンター、南部化成㈱及び東邦システム㈱に対する所有割合は100分の50以下でありますが、実質

的に支配しているため子会社としたものであります。 

３．㈱日本テクシード、㈱積水工機製作所及び南部化成㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。 

５．南部化成㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略し

ております。 

６．大連宇田電子有限公司は、宇田の100％子会社であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）      

㈱スリーディーテック 
東京都 

中央区 

百万円

201

三次元ＣＡＤ中

心の開発支援 
40 

当社が工業デザインモ

デルを販売。 

役員の兼任あり。 

サンケイタイランド 
タイ 

（パトンタニ） 

千タイバーツ

6,000

金型全般のシボ

（エッチング）

加工 

49 

(49) 
役員の兼任あり。 

宇田 
韓国 

（ソウル） 

百万ウォン

3,565

金型・成形品の

製造販売 

32 

(32) 
－ 

大連宇田電子有限公司 

（注）６ 

中国 

（大連） 

千人民元

53,668

金型・成形品の

製造販売 
－ － 

その他３社      



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、連結会社の従業員数の合計を示すと次のとおりでありま

す。 

１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．従業員が前連結会計年度末に比べ、3,497人増加しておりますが、その主な理由は、連結子会社が47社増加

したことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

① 従業員について 

１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

② 社内独立者について 

 当社は社内独立制度を創設し、平成５年１月から生産部門に、平成10年12月より営業部門に、平成11年１月よ

り管理部門に導入しております。社内独立制度は、一定の経験を積んだ社員を一事業主である外注先として独立

させ社内において生産、営業、管理に従事させるものであり、この者とは社内独立契約書を締結して機密保持を

図っております。 

(3）労働組合の状況 

 連結子会社のうち昭和精機工業㈱、岐阜精機工業㈱、㈱型システム、㈱神岡イージーエス、㈱積水工機製作所、

ムネカタ㈱、㈱サトーセン及び南部化成㈱には労働組合があります。 

 昭和精機工業㈱、岐阜精機工業㈱、㈱型システム、㈱神岡イージーエス及び㈱サトーセンの労働組合は連合傘下

のJAMに加盟しており、それぞれJAM昭和精機労働組合、JAM岐阜精機労働組合、JAM型システム労働組合、JAM岐阜

神岡ＥＧＳ労働組合及びサトーセン労働組合と称しております。また、㈱積水工機製作所の労働組合は、積水工機

労働組合と称しており、ムネカタ㈱の労働組合はムネカタ労働組合、南部化成㈱の労働組合は南部化成労働組合と

それぞれ称しております。 

 なお、JAM岐阜神岡ＥＧＳ労働組合につきましては、神岡精機㈱と㈱イージーエスが平成17年５月をもって合併

したことに伴い、平成17年10月にJAM岐阜神岡精機労働組合とJAM岐阜イージーエス労働組合が統合され、新たに結

成されたものであります。 

 いずれも会社と組合の関係は円満に推移しており懸案事項はありません。平成18年３月31日における組合員数は

1,226名であります。 

  平成18年３月31日現在

 従業員数（人） 

連結会社合計 
18,996 

[3,072] 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

324[165] 32.17 1.08 4,711,040 

  平成18年３月31日現在

社内独立者数（人） 412 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費の増加や、企業収益の改善を背景とする堅調な設備投資需要な

どに支えられて概ね回復基調で推移しました。海外におきましては、米国経済が企業部門、家計部門ともに底堅さ

を示しており、アジア経済は中国が内外需の堅調を背景に順調な景気拡大を続けるなか、アセアン諸国も中国やわ

が国経済の動向に牽引される景気回復を見せております。また、低迷が続いていた欧州経済においても、企業部門

に緩やかな回復の兆しが見られるようになりました。一方、原油をはじめとする素材価格の高騰による世界経済へ

の影響が引き続き懸念されております。 

このような状況のもと、当社は、国内におきましては、平成17年４月に携帯電話の外装部品等のプラスチック射

出成形・塗装・組立の分野で高い技術を有する㈱三洋化成製作所と、同年同月にマグネシウム部品の成形加工技術

に優れた蓄積を持ち、携帯電話、デジタルカメラ等の各種部品を供給している岡山ミノルタ精密㈱（現：アーク岡

山㈱）と、また同年５月には関西地区の成形分野を強化するため、デジタルカメラ部品等の各種プラスチック射出

成形事業を展開する㈱キョウデンプロダクツ（現：㈱アークプロダクツ）と、それぞれ業務・資本提携を行い、国

内フルラインネットワークの一層の強化、拡充を図りました。 

一方、海外におきましては、北米では、傘下子会社に大・中型プラスチック成形用金型製造会社、プラスチック

成形量産会社及び自動車内装張り等ラミネート会社を有し、北米地域に展開する自動車メーカーや自動車関連サプ

ライヤーを顧客とするCecchin Management Limited（カナダ）（現：ARRK Cecchin Management Ltd.（アークセチ

ンマネジメント））と平成17年４月に業務・資本提携を行い、欧州では、傘下にバンパー等の自動車用大型金型の

生産に特化した中核子会社等を有し、世界中に展開する自動車メーカーや自動車関連サプライヤーを顧客とする

Advanced Tooling Systems B.V.（オランダ）（現：ARRK Netherlands B.V.（オランダアーク））と当社連結子会

社である英国アークが同年５月に業務・資本提携を行うことで、両地域における顧客基盤の拡大と輸送機器関連製

品開発支援力を増強いたしました。また、アジアでは、韓国ＫＯＳＤＡＱ市場上場企業であり、韓国を代表する通

信機器用プリント基板製造会社であるAccuris Co.,Ltd.（韓国）（アキュリス）の株式を当社連結子会社である韓

国アークが同年同月に第三者割当により取得、業務・資本提携を行い、多様化する製品開発支援ニーズへの対応力

を更に向上させました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高264,931百万円（前連結会計年度比64.8％増）、営業利益18,305百

万円（前連結会計年度比59.9％増）、経常利益17,548百万円（前連結会計年度比64.8％増）、当期純利益5,395百

万円（前連結会計年度比65.1％増）となりました。 

 所在地セグメントにつきましては次のとおりです。 

①国内 

国内におきましては、薄型テレビをはじめとするデジタル家電、携帯電話、ゲーム機器等の製品開発需要が引

続き旺盛であり、また輸送機器関連金型分野も堅調な受注状況となっております。その結果、国内での売上高は

141,274百万円（前連結会計年度比40.5％増）、営業利益は14,421百万円（前連結会計年度比66.8％増）となり

ました。 

②北米 

 北米地域におきましては、企業業績の改善、所得の拡大を背景に個人消費が堅調に推移しており、民生機器、

輸送機器関連を中心に底堅い製品開発需要動向を示しております。また、新規連結子会社の業績貢献もあり、北

米地域での売上高は19,658百万円（前連結会計年度比111.7％増）となりました。一方、営業利益については76

百万円（前連結会計年度比63.5％減）となりました。これは、主に当連結会計年度における急速なカナダドル上

昇と原油価格高騰に伴う樹脂材料費上昇を受け米国自動車メーカーとの米国ドル建て取引の収益性が悪化したこ

とによるものであります。 

③欧州 

欧州地域におきましては、企業部門に景気持ち直しの兆しが見られ、家計部門においても雇用環境の改善を受

け消費者マインドが徐々に回復しつつあります。当社グループは、来るべき景気の本格的な回復に備えるべく積

極的な経営合理化施策を継続する一方、新たな業務・資本提携により輸送機器関連製品開発支援体制を拡充し、

収益体質の改善に注力しております。その結果、欧州での売上高は22,154百万円（前連結会計年度比254.7％

増）、営業利益は584百万円（前連結会計年度比665.4％増）となりました。 

④アジア 

アジア地域におきましては、中国経済が堅調な拡大を続け域内経済を牽引する一方、わが国経済の回復が対日

輸出増加のかたちでアセアン諸国の景気を刺激しており、好調な個人消費を背景とした民生機器、輸送機器関連

の製品開発需要が引き続き順調に推移しております。その結果、アジアでの売上高は81,843百万円（前連結会計

年度比83.2％増）、営業利益は3,818百万円（前連結会計年度比19.6％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースでの現金及び現金同等物（以下「資金」という）の増加額は11,272百万円と

なりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は19,556百万円（前連結会計年度比104.5％増）となりました。これは主に税金等

調整前当期純利益が15,933百万円（前連結会計年度比67.1％増）計上されたことに加え、主な非資金費用として減

価償却費12,157百万円（前連結会計年度比62.1％増）があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は28,145百万円（前連結会計年度比39.5％増）となりました。これは主に新規連結

子会社の取得による支出8,242百万円（前連結会計年度比28.0％減）、及び有形固定資産の取得による支出20,917

百万円（前連結会計年度比97.1％増）があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は18,990百万円（前連結会計年度比144.0％増）となりました。これは主に平成17

年10月実施の公募増資と同年11月実施のオーバーアロットメントによる株式の売出しに関連した第三者割当増資を

通じた株式の発行による収入17,674百万円（前連結会計年度比54.7％増）、及び短期借入金の純増加額3,620百万

円（前連結会計年度は5,185百万円の減少）があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、製造原価によっております。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における品目別の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

① 当連結会計年度における販売実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デザイン・設計 22,101 293.3 

モデル 15,155 106.2 

金型・成形品 165,002 166.5 

その他 23,858 155.4 

合計 226,118 165.9 

品目 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

デザイン・設計 28,536 323.9 8,512 351.1 

モデル 18,341 102.6 1,475 87.0 

金型・成形品 200,424 153.5 27,903 116.0 

その他 29,303 142.3 5,826 150.8 

合計 276,605 155.5 43,717 136.4 

品目 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デザイン・設計 22,448 228.4 

モデル 18,562 104.5 

金型・成形品 196,580 170.0 

その他 27,339 156.0 

合計 264,931 164.8 



② 当連結会計年度における販売実績を事業の用途別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

平成16年８月に発表いたしました、新中期経営計画に向けて更なる飛躍を図るべく、当社といたしましては、次

の課題への取組みを最優先で行ってまいります。 

＜フルラインネットワークとグローバルローカライゼーションへの取組み＞ 

当社グループでは、新製品開発プロセスの多様化に対応し、全世界で、より充実した開発支援サービスを提供す

るシステムの構築が急務であると考えております。そのため、これまでの企画、デザイン、設計から試作品、金

型・成形品等の製造までの一貫サービスに、プリント基板事業などの新たな分野を加え、フルラインネットワーク

の質的拡充を図ってまいります。 

また、国内外の関係会社とのシナジー効果を十分に発揮し、世界規模での作業最適地におけるフルライン作業の

棲み分けを検討しております。 

＜コストダウンへの取組み＞ 

当社グループでは、不安定な国際情勢や資材の価格高騰などに柔軟に対処し、安定した経費水準で企業活動を進

められるよう一括購買を行い、コストダウンを実現するよう活動しております。 

また、グループレベルでの効率的な財務政策を実施し、各グループ会社の財務体質改善と財務コスト低減を一層

推進してまいります。 

＜品質保証・環境保全への取組み＞ 

当社グループでは、より確かな品質・工程管理を通じ、お客様に質の高い開発支援サービスをご提供するため、

国際規格である品質マネジメントシステム・「ＩＳＯ9001」の認証取得を推進しております。当連結会計年度にお

きましては、平成17年４月に岐阜精機工業㈱の海外子会社１社、平成17年12月に㈱三洋化成製作所、平成18年２月

に㈱日本テクシード（ジャスダック証券取引所上場：コード番号2431）が新たに認証取得いたしました。 

また、環境保全活動を積極的に推進し社会に貢献するため、環境マネジメントシステム・「ＩＳＯ14001」の認

証取得にも注力しており、当連結会計年度までに、当社生産ディビジョンに属する主要事業所はもとより、統括本

部においても認証取得を完了しております。 

今後とも、当社グループ全体での「ＩＳＯ9001」、「ＩＳＯ14001」の積極的な取得活動を通じ、実効的な品質

保証・環境保全体制の整備を推進してまいります。 

更に近年の品質・環境への関心の高まりを受けて、品質保証面ではＰＬ法（製造物責任法）、環境保全面では国

内の各種法規制や、欧州環境規制である「ＷＥＥＥ指令（廃電気電子機器指令）」及び「ＲｏＨＳ指令（電気電子

機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）」、更にお客様が独自に規定される「品質・環境基準」に

関する様々な調査依頼や第二者監査、グリーンパートナー制度への参加等の要請を受けております。また、供給先

（協力会社、外注加工先等）との品質保証、環境保全の互恵関係を強化するため、「取引基本契約書」及び「品質

保証協定書」の見直しを図り、再締結を進めております。 

上記のような積極的な品質・環境活動をグループ全体で展開する一方、それらの活動を真に実効あるものとする

ため、当社全職員が「整理・整頓・清掃・清潔・しつけ」（５Ｓ）の基本動作を確実に実施する、「５Ｓ活動」を

全社的に行っており、同活動の実施状況については、各事業所による自主監査と品質保証部による内部監査を実施

しております。 

今後とも、上記の取組みを通じて、品質・環境に関わる社会的な役割と責任をより一層果たしてまいります。 

用途 金額（百万円） 前年同期比（％） 

民生機器 119,678 167.3 

産業機器 18,130 171.2 

精密機器 2,278 63.8 

輸送機器 104,839 174.6 

医療機器 4,527 95.0 

住宅関連機器 8,306 114.2 

その他 7,170 241.1 

合計 264,931 164.8 



＜人材交流・優秀な人材確保への取組み＞  

当社グループは、新製品開発支援サービスのグローバル化・多様化に応えるため、国内外の関係会社における人

材交流を推進しております。特に、生産部門の人材交流を積極化することで、当社グループ内での技術・情報の共

有を促し、より高品質のサービスをご提供できるよう努めております。 

また、今後の企業運営を支えるため、次世代の幹部候補生の採用にも国内外問わず、積極的に取組む所存であり

ます。 

＜コンプライアンス体制強化への取組み＞  

当社グループは、「コンプライアンス重視の経営」による健全な企業活動を推進することが必要であると考えて

おります。そのため、コンプライアンス体制の確立・一元化を目的として、平成16年８月よりコンプライアンス委

員会を新たに設置いたしました。コンプライアンス委員会は当社取締役会の直轄委員会であり、コンプライアンス

に係る最高の意思決定機関として、各事業所のコンプライアンス管理責任者を通じてコンプライアンス推進活動を

促進しております。 

また、役職員に対して日常行動における行動基準として「コンプライアンス・マニュアル」を配布し、各自の責

務を自覚させ、責任ある行動をとるよう指導しております。 

４【事業等のリスク】 

当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は、以下のとおり

であります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針であります。ただし、以下の記載は、当社グループの事業展開その他に関するリスクの全てを網羅す

るものではありません。 

なお、本項において将来に関する記載がある場合、当該記載は、有価証券報告書提出日現在（平成18年６月30

日）における当社グループの判断に基づくものであります。 

（１）事業の内容について 

当社グループは、企画、デザイン、設計から試作品、金型・成形品等の製造まで、取引先である各種メーカーの

新製品開発プロセス全般を支援する事業（フルラインネットワーク）を行っております。したがって、当社グルー

プ業績は、各種メーカー、特に家電・自動車メーカー等の取引先企業における開発予算の圧縮やモデルチェンジサ

イクルの変化等の影響を受ける可能性があります。 

（２）経営戦略について 

当社グループが上記（１）の事業を行うに当たっては、一貫してＣＡＤ／ＣＡＭ／ＣＡＥを中心とした３次元デ

ータを有効活用しており、各種メーカーにそれらのデータを提供しております。また、開発プロセスのうち当社グ

ループだけでは対応できない分野、技術の導入及び人材の育成に相当な時間を要する分野については、必要な能力

を有する会社と業務・資本提携を行い、グループとして総合的にシナジー効果を享受することを基本とした業務展

開を進めております。更に、当社グループのお客様の多くは海外に開発拠点や製造拠点を有し、各国・地域の複数

の部署が連携しながら１つの開発案件を進める事例が増加しております。このため、当社グループにおいても上記

戦略を日本国内だけでなく、全世界をターゲットに推進し、フルラインネットワークの地球規模での拡大を図って

おります。特に近年は業務・資本提携の規模も大きく連結売上高は年々増加傾向にあります。 

上記の経営戦略を進めていく上でリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は、次のとおりでありま

す。 

①機密保持について 

当社グループは、その業務の性格上、新製品開発に関するお客様の機密情報を取扱う機会が多いことから、機密

保持を経営上の最重要課題の１つと認識し、様々な取組みを行っております。「機密保持規程」に基づく、社内入

出管理、作業指定区域の指定、製品・仕掛品・文書等の管理、個人所有ＰＣやカメラ付き携帯電話等の映像・通信

機器の社内持込禁止、全従業員と外注先に対する機密保持契約書の徴求、機密保持に関する各種社内教育等はもと

より、従業員を含めアクセス制限を厳しく設定したお客様専用開発ブースの設置等、ソフト、ハード両面において

機密保持を徹底するためのあらゆる具体的な対策を実施しております。しかしながら、不測の事態により、万一、

機密情報が外部へ漏洩するようなこととなった場合、当社グループの信用失墜に伴う受注の減少や損害賠償による

費用の発生等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

②業務・資本提携について 

当社グループは、上記の経営戦略に基づき、今後も必要な能力を有する国内外の会社との業務・資本提携を進め

る考えですが、一般に、業務・資本提携は、製品の共同開発実施を始め、技術及び業務の効率的な統合、グループ

としての経営目的や意思の統一、経営意思決定過程の整備、顧客の重複調整等の難しさが常に存在し、また海外企

業との事業においては、各国の言語、価値観、法制度、商習慣等の違いも加わります。効果的な提携活動や統合に

失敗した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 



③資金調達について 

当社グループは、上記の経営戦略を実施するために多額の資金を必要とすることがあり、必要な資金について自

己資金で賄えない場合、借入金及び公募増資等での調達が必要となり、有利子負債の増加とそれに伴う支払利息等

の費用の増加や金利変動リスクの増大、増資に伴う１株当たり利益の希薄化等が生じる可能性があります。 

④為替変動の影響について 

当社グループは、上記の経営戦略に基づき、地球規模での業務展開を行っており、世界各国のお客様へフルライ

ンネットワークサービスを提供しております。北米、欧州及びアジア地域への売上は、主として米ドル建て及びユ

ーロ建てで行われております。当連結会計年度における連結売上高に占める海外売上高の割合は、北米地域

10.6％、欧州地域10.5％、アジア地域31.9％、海外売上高全体では53.0％となっております。また、近年は、金融

機関等との資金の調達や運用取引に関しても、自国通貨以外での取引を行う事例が増えております。当社グループ

では、為替変動リスクの軽減、回避に努めておりますが、上記のような外貨建て取引においては、為替変動が取引

価格や売上高、当該取引に係る資産及び負債の日本円換算額等に影響を与え、その結果、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、一元化されたデータに基づき、お客様の新製品開発活動における全てのプロセスを総合的に支援

する、新製品開発支援体制＝フルラインネットワークを確立しております。企画、デザイン、設計から試作品、金

型・成形品等の製造に至るまで、生産データの一元化により各開発プロセス間の高度なコミュニケーションが可能と

なり、開発期間の短縮やコスト低減はもとより、一貫した開発コンセプトに基づいた総合的な品質管理を実現してお

ります。 

 上記開発プロセスの前半部分である、企画、デザイン、設計、試作のプロセスは、常に時代の最先端をお客様とと

もに切り拓く作業であり、プロジェクト遂行に必要なあらゆる手法、技術が、恒常的に当社グループ内外で開発さ

れ、実用化されます。生産データ一元化の基礎となる高品質ソリッドデータを産み出すハイエンド３次元ＣＡＤシス

テム、実物に迫る試作モデルを短期間でご提供する光造形システム、キャスティングテクノロジー、ＲＰＴ（簡易ア

ルミ型）、表面加工・処理技術等、同プロセスにおいては研究開発そのものが当社グループの主要な事業内容といえ

ます。そのため、同プロセスに係る研究開発費の分別は行っておりません。 

 一方、金型・成形品等の製造に至る開発プロセスの後半部分は、わが国やアジアを中心として世界的に競争の激し

い分野であり、より高付加価値、高品質、短納期、低価格が求められます。そのため、当社グループにおいては、市

場のニーズを的確に捉え、独創的かつ環境にも適合した技術創出を目指し、金型設計から製造に係る３次元ＣＡＤデ

ータ一元化を推進するためのＣＡＤ／ＣＡＭ／ＣＡＥシステム、インモールド金型・３色成形金型、ＤＶＤＲ等ディ

スク金型、多層マルチキャビティ金型、精密押出成形と２軸押出機の高性能化、超臨界ＣＯ２利用成形技術、高光沢

塗装技術、柔構造プリント配線基板、その他の開発を行っており、これらに係る当連結会計年度の研究開発費は727

百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 本項において将来に関する記載がある場合、当該記載は、有価証券報告書提出日現在（平成18年６月30日）におけ

る当社グループの判断に基づくものであります。 

（１）重要な会計方針及び見積もり 

 当社グループの連結財務諸表等は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表等の作成に当たっては、決算日における資産・負債の金額、当該連結財務諸表等の対象期間

における収入・費用の金額、偶発債権・債務や未実現損益等に関する情報の開示、等に影響を与える見積もりや仮定

の設定を行う必要があります。当該見積もりや仮定の設定は、各種法令や会計原則・基準・規則、実務指針等に則

り、過去の実績や現在の状況を分析、検討し、客観的合理性があると認められる様々な要素に基づいて継続的に行わ

れております。ただし、当該見積もりや仮定は不確実性を有しており、実際の結果とは異なる場合があります。 

 当社及び当社グループでは、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表等の作成における見積も

りや仮定により重要な影響を受ける可能性があるものと考えております。 

①たな卸資産 

当社グループは、たな卸資産を評価するに当たり回収可能額を見積もり、原価との重要な差額がある場合には、当

該差額について評価減を実施しております。実際の将来需要または市場状況が当社グループの見積もりより悪化した

場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

②貸倒引当金 

当社グループは、営業債権及び金融債権について、金融債権に係る利息を含めて当該債権の回収可能性を検討し、

回収不能額を見積もった上で、貸倒引当金を計上しております。その見積もりは、一般債権については貸倒実績率に

基づいて行い、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して行っております。在外子会社につ

いては、所在地国の会計基準に則り、主として個別に回収可能性を勘案して見積もりを行っております。債務者の債

務履行能力が、当社グループの見積もりより低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

③固定資産の減損 

当社グループは、当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日））を適用しております。これにより当連結会計年度の税金等調整前当

期純利益は488百万円減少しております。同会計基準に基づいた減損の兆候の判定、減損損失の認識と測定等の継続

的な実施に伴い、今後新たな減損損失が発生する可能性があります。 

 また、当社グループは、重要な経営戦略であるフルラインネットワークの拡充のため、必要な能力を有する国内外

の会社との業務・資本提携を行い、当該会社を連結子会社とする場合があります。当該連結子会社の持分取得価額

と、当該持分に相当する当該連結子会社の連結開始時の時価純資産額との差額は、無形固定資産の連結調整勘定とし

て計上され、当該連結調整勘定は、その効果の発現する期間を見積もり、20年以内で均等償却を行っております。連

結調整勘定についても、上記の会計基準に基づき、減損の兆候の判定、減損損失の認識と測定等を継続的に実施する

ため、業務・資本提携当初に予定していた超過収益力が見込めなくなったものについては必要な減損を行う可能性が

あります。 

④投資の減損 

当社グループは、主に長期的な取引関係や業務提携関係の維持を目的として、特定の会社に対する少数持分を所有

しております。これらの株式には価格変動性の高い公開会社の株式と、株価決定が困難である非公開会社の株式が含

まれます。連結財務諸表等の作成に当たっては、公開会社の株式については決算日の市場価格等に基づく時価法によ

り評価を行い、時価のない非公開会社の株式については、原則として移動平均法による原価法を適用しております。

ただし、公開会社の株式において、取得価額を下回る時価の下落が一時的ではないと判断される場合や、非公開会社

の株式において、発行会社の直近の１株当たり純資産額が当社グループ所有株式の取得単価の概ね50％程度以下に低

下した場合等、その実質価額が著しく下落したと認められる場合には、当該株式につき必要な減損を行うことがあり

ます。将来の株式市況の悪化や、株式発行会社の財政状態の悪化等により、評価損の計上が必要となる可能性があり

ます。 



⑤繰延税金資産 

当社グループでは、繰延税金資産を計上するに当たり、回収可能性が高いと考えられる金額を見積もり、同金額ま

で減額するための評価性引当額を計上しております。同見積もりは、客観的合理性があると認められる将来の課税所

得と税務計画についての仮定に基づき行われます。将来の業績の変動や税務関係諸法令の変更等により、当該仮定の

前提条件に変化が生じた場合、評価性引当額の増加による費用、または不要な評価性引当金の取崩しによる利益が発

生する可能性があります。 

⑥退職給付引当金 

当社グループを構成する各社は、それぞれの会社の退職給付制度や従業員数、その年齢構成等に応じ、従業員の退

職給付に備えるため、簡便法、または原則法により見積もられた決算日現在における退職給付債務と年金資産残高等

に基づき、退職給付引当金を計上しております。同見積もりは、割引率、期待運用収益率、将来の報酬基準、退職

率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率等の客観的合理性があると認められる仮定に基づき行われます。将

来においてそれらの仮定設定の前提条件に変化が生じた場合、追加の引当の実施による費用、または不要な引当金の

取崩しによる利益が発生する可能性があります。 

⑦役員退職慰労引当金 

当社グループを構成する会社の一部は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく決算日現在における

要支給額を役員退職慰労引当金として計上しておりますが、実際の支払額は、株主総会の決議に従い、永年功労によ

る加算や業績不振による減算等により内規に基づく要支給額から変動する可能性があります。そのため役員の退職慰

労金の支払に当たっては、対応する引当額を超過する支払部分に係る追加費用の発生、または不要な引当金の取崩し

による利益が発生する可能性があります。 

⑧役員賞与 

当社グループは、「役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第十三号 平

成16年３月９日）に基づき、当連結会計年度の役員賞与の会計処理につき、利益処分方式を採用しており、連結財務

諸表の連結剰余金計算書、及び財務諸表の利益処分計算書において、それぞれ利益剰余金、及び当期未処分利益の減

少として会計処理しておりますが、役員賞与に関する会計基準（企業会計基準第四号 平成17年11月29日）が公表さ

れたことに伴い、当社グループは、平成19年３月期の中間連結会計期間より、会計基準の変更に伴う会計方針の変更

を行い、役員賞与を発生した会計期間の費用として処理することとしたため、今後、当該変更による追加の費用が発

生する可能性があります。 

（２）経営成績の分析 

①概要 

当連結会計年度におけるわが国経済は、「失われた10年」とも呼ばれるバブル崩壊後の長い低迷期間における、不

良債権処理や雇用調整、過剰設備調整等がようやく功を奏し、企業の収益力や財務体質の改善が明確になるととも

に、中国等の新興国をはじめとする海外景気の拡大も追い風となり、総じて回復基調で推移しました。また、雇用や

所得環境の持ち直しが個人消費の回復を支え、消費者マインドの好転を背景に、薄型テレビをはじめとするデジタル

家電や携帯電話等の民生機器、自動車等の輸送機器の新製品開発需要が堅調に推移いたしました。海外市場に目を向

けると、米国経済が企業部門、家計部門いずれも底堅さを示しており、欧州経済においても企業部門に緩やかな回復

の兆しが見られるようになりました。アジア経済は、中国が内外需の堅調を背景に順調な景気拡大を続けるなか、ア

セアン諸国も中国やわが国経済の動向に牽引される景気回復を見せております。一方、原油をはじめとする素材価格

の高騰やデジタル関連商品の需給一巡に伴う価格下落、人件費の緩やかな増加等が、今後の景気動向にどのような影

響を及ぼすか注目されるところです。 

当連結会計年度における当社グループは、このような世界の市場動向を背景に、積極的な業務・資本提携を行い、

国内10社、北米地域10社、欧州地域17社、アジア地域11社の、計48社を新たに連結子会社及び持分法適用関連会社に

加えることとなりました。その結果、世界23カ国に149社の拠点網を展開し、各種メーカーの製品開発プロセス全般

を地球規模で支援する、充実のフルラインネットワークをもってお客様のご要望にお応えできることとなりました。

市場環境や製品の売れ筋には、地域的、時代的なばらつきがあるものの、あらゆる製品開発を、あらゆる地域でサポ

ートする当社グループの業務展開は、適切なリスク分散を可能なものとしたため、当連結会計年度においても安定し

た業績伸展を実現することができました。当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高264,931百万円

（前連結会計年度比64.8％増）、営業利益18,305百万円（前連結会計年度比59.9％増）、経常利益17,548百万円（前

連結会計年度比64.8％増）、当期純利益5,395百万円（前連結会計年度比65.1％増）となり、過去最高益を更新いた

しました。 



②売上高 

当連結会計年度における当社グループの売上高は、前連結会計年度比64.8％増の264,931百万円となりました。当

社の分析によれば、そのうち、当連結会計年度中に新たにグループ入りした会社（以下、「新規会社」）の連結業績

への影響額を除いた、前連結会計年度以前からの当社グループ会社（以下、「既存会社」）の売上高は、前連結会計

年度比18.2％増となっております。これは、主に、従来の単独、単業種では困難な販路の拡大が、当社グループ入り

により可能となったものと考えられ、当社グループにおけるシナジー効果が端的に顕れているものと思われます。ま

た、主に国内市場、及びアジア市場における民間需要の拡大を背景にした、民生機器、輸送機器を中心とする好調な

受注環境も追い風となりました。 

③売上原価、売上総利益、販売費及び一般管理費 

当連結会計年度における当社グループの売上原価は、前連結会計年度比67.6％増の214,655百万円となり、売上高

の前連結会計年度比増加率を若干上回ったことから、売上総利益は、前連結会計年度比53.8％増の50,275百万円とな

り、売上高売上総利益率は、前連結会計年度比1.3ポイント低下の19.0％となりました。一方、販売費及び一般管理

費は、前連結会計年度比50.6％増の31,970百万円となり、売上高の増加率に比し、低い伸びに抑えることができまし

た。当社の分析によれば、そのうち、既存会社の売上原価は、前連結会計年度比16.5％増と売上高の前連結会計年度

比増加率を下回っており、その結果、売上高売上総利益率は、前連結会計年度比1.2ポイントの改善を示しておりま

す。また、販売費及び一般管理費は売上高増加率とほぼ同様の前連結会計年度比18.2％増となっております。当連結

会計年度を通じての原油価格高止まりが、樹脂材料を中心とする材料価格その他の製造原価や管理費の上昇圧力とな

りましたが、グループ集中購買や生産能力のグループ内有効活用をはじめ、グループ、個社両面における継続的な合

理化推進と好調な受注により、経費率の増加を効果的に抑制することができたものと考えております。 

④営業利益 

当連結会計年度における当社グループの営業利益は、前連結会計年度比59.9％増の18,305百万円、売上高営業利益

率は、前連結会計年度比0.2ポイント低下の6.9％となりました。当社の分析によれば、そのうち、既存会社の営業利

益は、上述の状況を受け、前連結会計年度比37.3％増、売上高営業利益率は、前連結会計年度比1.2ポイントの改善

となっております。素材価格高騰の環境下にあっても既存会社の売上高営業利益率は着実に改善しており、新規会社

についても、今後、当社グループにおけるシナジー効果を充分に活かした売上高営業利益率改善に注力してまいりま

す。 

⑤営業外収益、営業外費用 

当連結会計年度における当社グループの営業外収益は、前連結会計年度比129.4％増の2,963百万円、営業外費用

は、前連結会計年度比78.0％増の3,719百万円となりました。当社の分析によれば、そのうち、既存会社の営業外収

益は、前連結会計年度比80.4％増、営業外費用は、前連結会計年度比14.6％増となっております。当連結会計年度に

おける営業外収益の増加は、主に既存会社を中心に計上された為替差益971百万円（前連結会計年度比243.5％増）に

よるものであり、海外景気の拡大を背景とした国内グループ会社の輸出増加を日本円の下落が後押ししたことと、当

連結会計年度において進行した韓国ウォンの上昇に伴い韓国グループ会社が外貨建て借入金につき為替評価益を計上

したことが主な要因と考えられます。また、当連結会計年度における営業外費用の増加は、主に支払利息の増加（連

結ベース合計で前連結会計年度比71.0％増、うち既存会社は、前連結会計年度比8.5％増）によるものです。 

⑥経常利益 

当連結会計年度における当社グループの経常利益は、前連結会計年度比64.8％増の17,548百万円、売上高経常利益

率は、前連結会計年度と同じ6.6％となりましたが、当社の分析によれば、そのうち、既存会社の経常利益は、上述

の状況を受け、前連結会計年度比47.0％増、売上高経常利益率は、前連結会計年度比1.6ポイントの改善となってお

ります。 

⑦特別利益、特別損失 

当連結会計年度における当社グループの特別利益は、前連結会計年度比48.8％増の600百万円、特別損失は、前連

結会計年度比45.7％増の2,214百万円となりました。通常の設備更新に伴う固定資産売却益がグループ会社43社累計

で394百万円（前連結会計年度比261.8％増）に達する一方、当連結会計年度より適用を開始した固定資産の減損に係

る会計基準に基づく減損損失488百万円のほか、役員退職慰労金549百万円、関係会社株式売却損524百万円等の計上

により、特別利益、特別損失ともに増加いたしました。 



⑧税金等調整前当期純利益 

当連結会計年度における当社グループの税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度比67.1％増の15,933百万円、

売上高税金等調整前当期純利益率は、前連結会計年度比0.1ポイント上昇の6.0％となりました。当社の分析によれ

ば、そのうち、既存会社の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度比46.5％増、売上高税金等調整前当期純利益

率は、前連結会計年度比1.4ポイントの上昇となっております。 

⑨法人税等の負担率 

当連結会計年度における当社グループの法人税等の負担率（税金等調整前当期純利益に対する、法人税、住民税及

び事業税、ならびに法人税等調整額の割合）は、前連結会計年度比0.9ポイント増加の45.3％となりました。当社の

分析によれば、そのうち、既存会社に係る法人税等の負担率は、前連結会計年度比1.6ポイントの下落となっており

ます。 

⑩当期純利益 

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの当期純利益は、前連結会計年度比65.1％増の5,395百万円、

売上高当期純利益率は、前連結会計年度と同じ2.0％となりました。当社の分析によれば、そのうち、既存会社の当

期純利益は、上述のとおり法人税等の負担率が若干低下した一方、業績好調なグループ会社の少数株主に帰属する利

益の増加もあり、前連結会計年度比51.2％増、売上高当期純利益率は、前連結会計年度比0.6ポイントの上昇となっ

ております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の投資額（リース契約を除く）は、20,917百万円で

あります。 

 これは、主に世界的な景気回復基調と消費者マインド好転を背景とした民生機器、輸送機器を中心とする新製品開

発需要の高まりに対応すべく当社グループ各社にて実施された比較的少額且つ多数の生産設備新設のほか、恒常的に

発生する工場機械設備の更新、保守改修等の投資の総額であります。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額によっております。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業員
数(人) 建物及び構

築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積千㎡）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

富士吉田工場 

（山梨県富士吉田市） 
生産設備 672 54 

256 

(11.42) 
15 999 21 

三郷工場 

（埼玉県三郷市） 
生産設備 37 3 

123 

(1.28) 
4 169 － 

東京本社 

（埼玉県入間郡三芳町） 

生産設備 

営業設備 
411 30 

－ 

(－) 
29 471 116 

栃木支社 

（栃木県芳賀郡益子町） 

生産設備 

営業設備 
128 23 

377 

(15.30) 
3 532 23 

横浜支社 

（横浜市都筑区） 

生産設備 

営業設備 
33 8 

－ 

(－) 
3 45 31 

大阪本社 

（大阪府富田林市） 

生産設備 

営業設備 
161 15 

243 

(2.71) 
9 430 34 

名古屋支社 

（名古屋市天白区） 

生産設備 

営業設備 
11 23 

－ 

(－) 
7 42 48 

広島支社 

（広島市南区） 

生産設備 

営業設備 
6 1 

－ 

(－) 
0 8 1 

統括本部 

（大阪市中央区） 
管理設備 19 5 

55 

(0.94) 
16 97 13 

研修センター 

（山梨県富士吉田市） 
研修設備 71 － 

26 

(1.13) 
－ 97 － 



(2）国内子会社 

（注）㈱三洋化成製作所には、同社の子会社４社の設備を含んでおります。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

㈱安田製作所 
東京都 

品川区 

生産設備 

営業設備 
401 376 

298 

(15.53)
42 1,118 144 

㈱ソルプラス 

東京都 

西多摩郡 

日の出町 

その他 

生産設備 

営業設備 
1,398 1,124 

1,308 

(30.17)
127 3,959 212 

昭和精機工業㈱ 
兵庫県 

尼崎市 

生産設備 

営業設備 
700 280 

2,215 

(12.89)
31 3,228 78 

徳島昭和精機㈱ 

徳島県 

名西郡 

石井町 

生産設備 

営業設備 
413 726 

666 

(29.58)
44 1,850 170 

江川精工㈱ 
岐阜県 

羽島市 

生産設備 

営業設備 
113 197 

265 

(3.96)
4 580 50 

岐阜精機工業㈱ 
岐阜県 

岐阜市 

生産設備 

営業設備 
993 345 

3,193 

(32.88)
195 4,729 204 

㈱型システム 
岐阜県 

瑞穂市 

生産設備 

営業設備 
297 355 

394 

(13.01)
56 1,103 77 

㈱神岡イージーエス 
岐阜県 

飛騨市 

生産設備 

営業設備 
949 154 

137 

(40.01)
26 1,268 75 

㈱日本テクシード 
名古屋市 

中区 

生産設備 

営業設備 
525 0 

502 

(3.96)
34 1,063 1,231 

㈱シバックス 
横浜市 

都筑区 

生産設備 

営業設備 
1,690 369 

2,221 

(28.38)
95 4,376 249 

㈱設計果 
大阪府 

交野市 

生産設備 

営業設備 
－ 2 

－ 

(－) 
0 3 8 

㈱積水工機製作所 
大阪府 

枚方市 

生産設備 

営業設備 
801 988 

2,873 

(56.06)
45 4,709 176 

ムネカタ㈱ 
福島県 

福島市 

生産設備 

営業設備 
1,541 940 

4,734 

(649.29)
204 7,420 391 

㈱マンモスセンター 
山梨県 

富士吉田市 

生産設備 

営業設備 
－ 67 

－ 

(－) 
0 67 － 

㈱タクミック・エス

ピー 

神奈川県 

相模原市 

生産設備 

営業設備 
31 50 

395 

(4.97)
2 480 25 

㈱サトーセン 
大阪市 

西成区 

生産設備 

営業設備 
348 126 

1,096 

(2.06)
16 1,586 143 

南部化成㈱及び同社

の国内子会社１社 

静岡県 

榛原郡吉田町 

その他 

生産設備 

営業設備 
1,510 454 

1,113 

(59.17)
214 3,292 272 

クローバー電子工業

㈱ 

北海道 

恵庭市 

生産設備 

営業設備 
3,627 1,804 

747 

(57.50)
39 6,218 207 

スタンダード㈱ 
長野県 

下諏訪町 

生産設備 

営業設備  
82 117 

208 

(3.19)
5 414 59 

日本ミクロン㈱ 
長野県 

岡谷市 

生産設備 

営業設備 
182 130 

173 

(4.54)
6 493 39 

東邦システム㈱ 
大阪府 

守口市 

生産設備 

営業設備 
80 19 

225 

(7.70)
2 328 51 

㈱三洋化成製作所 

(注） 

横浜市 

都筑区 

生産設備 

営業設備 
295 550 

62 

(11.72)
14 923 230 

アーク岡山㈱ 
岡山県 

真庭市 

生産設備 

営業設備 
93 109 

424 

(15.24)
11 639 122 

㈱アークプロダクツ 
大阪府 

羽曳野市 

生産設備 

営業設備 
196 13 

197 

(16.85)
3 411 35 



(3）在外子会社 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

米国アーク 
米国 

（カリフォルニア） 

生産設備 

営業設備 
44 277 

－ 

(－) 
84 407 80 

英国アーク 
英国 

（グロスター） 

生産設備 

営業設備 
10 243 

－ 

(－)
11 265 140 

タイアーク 
タイ 

（パトンタニ） 

生産設備 

営業設備 
1,010 260 

537 

(69.11)
1,964 3,773 610 

韓国アーク 
韓国 

（仁川） 

生産設備 

営業設備 
23 215 

－ 

(－)
84 323 115 

マレーシアアーク 
マレーシア 

（セランゴール） 

生産設備 

営業設備 
1 44 

－ 

(－)
8 54 23 

ヒライセイミツ 

(タイ) 

タイ 

（チョンブリ） 

生産設備 

営業設備 
104 649 

－ 

(－)
86 840 486 

アークサンジェント 
台湾 

（台北） 

生産設備 

営業設備 
80 597 

－ 

(－)
13 691 834 

フランスアーク 
仏国 

（イヴリーヌ） 

生産設備 

営業設備 
15 51 

－ 

(－)
1 69 15 

エルシーオープロト

モール 

仏国 

（アネシー） 

生産設備 

営業設備 
10 33 

－ 

(－)
2 46 35 

シンガポールアーク 
シンガポール 

（シンガポール） 

生産設備 

営業設備 
11 124 

－ 

(－)
1 137 61 

東周産業 
韓国 

（仁川） 

生産設備 

営業設備 
206 574 

132 

(6.30)
35 947 103 

ソン＆アーク 
韓国 

（ソウル） 

生産設備 

営業設備 
569 327 

693 

(5.03)
26 1,616 112 

アークディソン 
台湾 

（台北） 

生産設備 

営業設備 
3 220 

－ 

(－)
22 245 250 

ソルプラスアジア 
タイ 

（チョンブリ） 

生産設備 

営業設備 
131 811 

－ 

(－)
24 967 221 

シバックス＆アーク 
タイ 

（パトンタニ） 

生産設備 

営業設備 
202 254 

－ 

(－)
14 470 68 

オーストラリアアー

ク 

豪州 

（メルボルン） 

生産設備 

営業設備 
27 179 

－ 

(－)
23 230 59 

ムネカタアメリカ 
米国 

（カリフォルニア） 

生産設備 

営業設備 
490 807 

216 

(44.20)
46 1,560 723 

アーケルエンタープ

ライズ 

カナダ 

（オンタリオ） 

生産設備 

営業設備 
454 943 

23 

(519.37)
50 1,471 229 

孫亜克電子（昆山）

有限公司 

中国 

（昆山） 

生産設備 

営業設備 
－ 167 

－ 

(－)
33 200 455 

エニテックエンジニ

アリング 

韓国 

（水原） 

生産設備 

営業設備 
49 0 

18 

(0.07)
13 81 30 

ＰＴショープライン

ド 

インドネシア 

（ブカシ） 

生産設備 

営業設備 
141 271 

－ 

(－)
57 470 483 

ショープラベトナム 
ベトナム 

（ドン・ナイ） 

生産設備 

営業設備 
295 562 

－ 

(－)
120 978 898 

ＳＰエボリューショ

ン（タイランド） 

タイ 

（ラヨーン） 

生産設備 

営業設備 
527 244 

344 

(128.19)
43 1,160 366 

大連日東塑料加工有

限公司 

中国 

（大連） 

生産設備 

営業設備 
435 726 

－ 

(－)
9 1,171 434 

ＮＰＬテクノロジー

ズ 

英国 

（ナニートン） 

生産設備 

営業設備 
220 268 

－ 

(－)
－ 488 79 

アヴァプラス 
シンガポール 

（シンガポール） 

生産設備 

営業設備 
161 496 

－ 

(－)
98 756 137 

プラコー 
韓国 

（華城） 

生産設備 

営業設備 
3,009 871 

1,105 

(128.75)
1,702 6,687 356 

 



（注）１．アークセチンマネジメントには、同社の子会社５社の設備及び同社の不動産管理会社１社の設備を含んで

おります。 

（注）２．オランダアークには、同社の子会社９社の設備を含んでおります。 

（注）３．サーモには、同社の子会社４社の設備を含んでおります。 

 （注） 主要な貸借及びリース設備として、以下のものがあります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

デイーテック 
韓国 

（仁川） 

生産設備  

営業設備 
402 968 

256 

(7.77)
571 2,198 104 

ＰＣＬグループ 
ドイツ 

（ミュンヘン） 

生産設備  

営業設備 
40 66 

－ 

(－)
104 211 526 

ショープラ香港 
中国 

（香港） 

生産設備  

営業設備 
28 370 

－ 

(－)
10 408 1,186 

南部化成㈱の在外子

会社７社 

中国 

（上海市他） 

生産設備 

営業設備 
980 1,672 

59 

(9.24)
88 2,800 1,616 

アキュリス 
韓国 

（安山） 

生産設備 

営業設備 
1,570 1,574 

197 

(5.41)
359 3,700 193 

アークセチンマネジ

メント（注）１ 

カナダ 

（オンタリオ） 

生産設備 

営業設備 
175 2,174 

68 

(33.30)
154 2,573 446 

オランダアーク 

（注）２ 

オランダ 

（アルメロ） 

生産設備 

営業設備 
305 546 

63 

(14.54)
115 1,030 218 

アヴァプラスタイラ

ンド 

タイ 

（アユタヤ）  

生産設備 

営業設備 
63 324 

－ 

(－)
4 391 115 

サーモ 

（注）３ 

フランス 

（モンターギュ） 

生産設備 

営業設備 
162 791 

21 

(10.16)
102 1,077 583 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
年間賃借料又はリ
ース料（百万円） 

㈱アーク 大阪府富田林市 オフィスコンピューター 45 

〃 〃 ＣＡＤ／ＣＡＭシステム 153 

〃 〃 ＮＣ・ＭＣ設備 111 

〃 〃 注型設備 32 

南部化成㈱ 
静岡県榛原郡吉田町 

その他 

射出製品関連設備 

押出製品関連設備 

405 

53 

㈱ソルプラス 
東京都西多摩郡 

日の出町その他 
金型、射出成形設備 342 

クローバー電子工業㈱  北海道恵庭市 電子部品製造設備  323 

㈱三洋化成製作所 横浜市都筑区 射出成形設備 201 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループは、事業の対象が多種多様な品種、市場に渡り、時代の最先端動向への迅速な対応が要求される新製

品開発支援事業を専ら営んでおります。そのため、設備の新設、除却等に関する長期的な計画の策定は、原則として

行っておりません。また、恒常的に発生する機械等の買替えや工場設備等の定期的保守改修（いずれも当社グループ

各社において少額案件が多数あり）、小規模生産設備の新設等のほか、現在、重要な設備の新設、除却等の計画はご

ざいません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注） 平成18年１月24日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、 

   会社が発行する株式の総数は50,000,000株増加し、100,000,000株となっております。    

  

②【発行済株式】 

（注）１．平成17年10月11日をもって、当社株式は東京証券取引所市場第一部に上場しております。 

    ２．平成18年４月１日付で株式分割（１：２）を行っており、提出日現在の発行済株式数は、68,101,592株とな

     っております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 34,050,796 68,101,592 

東京証券取引所 

 （市場第一部） 

ジャスダック証券取引所 

完全議決権株式で

あり権利内容に何

ら限定のない当社

における標準とな

る株式 

計 34,050,796 68,101,592 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．有償・一般募集 1,000,000株 

発行価額      3,555円 

資本組入額     1,778円 

２．有償・一般募集 1,100,000株 

発行価額      4,666円 

資本組入額     2,333円 

３．資本準備金の資本組入れ 

４．有償・一般募集 1,200,000株 

発行価額      3,772円 

資本組入額     1,886円 

５．第三者割当    100,000株 

割当先 野村證券㈱ 

発行価額      3,772円 

資本組入額     1,886円 

６．有償・一般募集 1,500,000株 

発行価額      6,550円 

資本組入額     3,275円 

７．第三者割当    200,000株 

割当先 野村證券㈱ 

発行価額      6,550円 

資本組入額     3,275円 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年10月23日

（注）１ 
1,000 9,625 1,778 5,614 1,777 6,449 

平成14年４月９日

（注）２ 
1,100 10,725 2,566 8,180 2,566 9,016 

平成14年４月９日

（注）３ 
－ 10,725 0 8,181 △0 9,015 

平成15年４月30日

（注）４ 
1,200 11,925 2,263 10,444 2,263 11,278 

平成15年５月27日

（注）５ 
100 12,025 188 10,632 188 11,467 

平成16年３月４日

（注）６ 
1,500 13,525 4,912 15,545 4,912 16,379 

平成16年３月23日

（注）７ 
200 13,725 655 16,200 655 17,034 

平成16年５月20日

（注）８ 
13,725 27,450 － 16,200 － 17,034 

平成17年３月３日

（注）９ 
3,000 30,450 5,358 21,558 5,353 22,387 

平成17年３月23日

（注）10 
200 30,650 357 21,915 356 22,744 

平成17年10月７日

（注）11 
3,000 33,650 7,800 29,715 7,795 30,539 

平成17年11月１日

（注）12 
400 34,050 1,040 30,755 1,039 31,579 



８．株式分割（１：２）によるものであります。 

９．有償・一般募集 3,000,000株 

発行価額     3,570.40円 

資本組入額      1,786円 

10．第三者割当    200,000株 

割当先 野村證券㈱ 

発行価額     3,570.40円 

資本組入額     1,786円 

11．有償・一般募集 3,000,000株 

発行価額     5,198.40円 

資本組入額      2,600円 

12．第三者割当    400,000株 

    割当先 野村證券㈱ 

    発行価額     5,198.40円 

    資本組入額     2,600円 

13. 株式分割（１：２） 

平成18年４月１日付にて、株式分割（１：２）を行っており、発行済株式数が34,050,796株増加しておりま

す。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式3,498株は、「個人その他」に34単元及び「単元未満株式の状況」に98株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地 
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他  
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 66 20 216 177 9 17,532 18,020 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 165,745 1,732 2,326 110,040 19 60,640 340,502 596 

所有株式数の

割合（％） 
－ 48.68 0.51 0.68 32.31 0.01 17.81 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

２．野村信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数のうち、1,789千株は荒木恵美子氏が、1,626千株は荒木壽一

氏が、1,073千株は荒木一実氏が委託した信託財産であり、信託契約上、議決権の行使については３氏共に指

図権を留保しております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２-２ 5,089 14.95 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 4,086 12.00 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,998 8.81 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ 

1,660 4.88 

ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドンエスエル

オムニバスアカウント 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND  

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）  

609 1.79 

日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 461 1.36 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー5050 

19 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518  

IFSC DUBLIN,IRELAND 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）  

460 1.35 

ザバンクオブニューヨークノ

ントリーティージャスデック

アカウント 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行カストディ業

務部） 

GLOBAL CUSTODY,32ND FLOOR ONE WALL  

STREET,NEW YORK NY 10286,U.S.A. 

 （東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

460 1.35 

全国共済農業協同組合連合会 
東京都千代田区平河町２丁目７－９ 全共  

連ビル  
456 1.34 

ビーエヌピーパリバセキュリ

ティーズサービスロンドンジ

ャスデックユーケーレジデン

ツ 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

10 HAREWOOD AVENUE NW1 6AA LONDON 

 （東京都中央区日本橋３丁目11－１） 
420 1.23 

計 － 16,702 49.05 

野村信託銀行株式会社 5,089千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 4,086千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,998千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 1,660千株 



３．モルガン・スタンレー証券準備株式会社及びその共同保有者から、平成18年４月11日付で提出された大量保

有報告書により平成18年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

４．スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社及びその共同保有者から、平成18年４月13日付で提出さ

れた大量保有報告書により平成18年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。 

５．ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケー）リミテッド及びその共同保有者から、平成

18年４月14日付で提出された大量保有報告書により平成18年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有

している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

モルガン・スタンレー証券準

備株式会社 

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号  

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
   100 0.29 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インコーポ

レーテッド 

1585 Broadway,New York,NY 10036      211 0.62 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K. 
   292  0.86 

モルガン・スタンレー・イン

ベストメント・マネジメン

ト・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K. 
   539   1.58 

モルガン・スタンレー・アセ

ット・マネジメント投信株式

会社 

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号  

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
   687   2.02 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スパークス・アセット・マネ

ジメント投信株式会社 

東京都品川区大崎１丁目11番２号 ゲ

ートシティ大崎 
    2,211 6.50 

SPARX International  

(Hong Kong）Limited 

Suite 3107-3108,One Exchange  

Square ８ Connaught Place, 

Central,Hong Kong 

     64 0.19 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジェー・ピー・モルガン・ア

セット・マネジメント（ユー

ケー）リミテッド 

英国 EC2Y 5AJ ロンドン、ロンド

ン・ウォール 125 
  620 1.82 

JPモルガン・アセット・マネ

ジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内２丁目７番３

号 東京ビルディング  
   1,848 5.43 

ジェー・ピー・モルガン・ホ

ワイトフライヤーズ・インク 

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 

10017 ニューヨーク パーク・アベ

ニュー270 

      5   0.02 



６．シュローダー投信投資顧問株式会社及びその共同保有者から、平成18年４月14日付で提出された大量保有報

告書により平成18年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

７．フィデリティ投信株式会社から、平成18年４月17日付で提出された大量保有報告書により平成18年３月31日

現在で2,172千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株

式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目11番１

号 
1,125 3.31 

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・ノー

スアメリカ・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレ

シャム・ストリート31 
    294 0.86 

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・リミ

テッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレ

シャム・ストリート31 
1  0.00 

大量保有者 フィデリティ投信株式会社 

住所 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山トラストタワー 

保有株券等の数 株式 2,172千株 

株券等保有割合 6.38％ 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式400株（議決権の数４個）が含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      3,400  
－  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,046,800 340,468 － 

単元未満株式 普通株式        596  － － 

発行済株式総数 34,050,796 － － 

総株主の議決権 － 340,468 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アーク 

大阪府富田林市川

面町２丁目４番３

号 

3,400 － 3,400 0.01 

計 － 3,400 － 3,400 0.01 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を経営上の重要政策と位置付けております。 

 配当につきましては、長期的な配当の継続を基本としつつ、業績の状況、配当性向、内部留保の充実等を総合的に

勘案して決定する方針であります。 

 なお、当社株式は、平成17年10月11日より東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。株主の皆様のご支援に

感謝の意を表すため、平成18年３月期の１株当たり年間配当金につき、下記のとおり増配する案を第38期定時株主総

会に付議することを、平成17年11月８日開催の取締役会において決議いたしました。 

 内部留保資金につきましては、健全で持続的な企業価値の成長による株主利益の増大を図るため、当社の基本経営

戦略であるフルラインネットワークの拡充に向け、設備・人材等への投資に活用するほか、必要な能力を有する会社

との業務・資本提携関連支出にも使用していく予定です。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注） １．□印は、株式分割による権利落後の株価を示しております。 

    ２．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第37期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。 

    ３．当社株式は、平成17年10月11日より東京証券取引所市場第一部に上場されておりますが、同日以降も当社株

式の主要市場であるジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載しております。 

前連結会計年度末発表予想 11円25銭 

東証一部上場記念配当 ２円50銭 

普通配当増配 １円25銭 

１株当たり年間配当金  15円00銭 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 6,050 5,860 
8,070 

□4,620 

4,370 

※4,980 

10,450 

 □4,360 

最低（円） 3,640 3,400 
3,540 

□4,150 

3,590 

※3,320 

3,740 

□3,680 



(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） １．□印は、株式分割による権利落後の株価を示しております。 

    ２．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、当社株式は、平成17年10月11

日より東京証券取引所市場第一部に上場されておりますが、同日以降も当社株式の主要市場であるジャスダッ

ク証券取引所における最高・最低株価を記載しております。 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 6,470 7,490 8,980 10,450 10,380 
8,490 

 □4,360 

最低（円） 5,920 6,260 7,200 8,410 7,150 
7,240 

□3,680 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
 荒木 壽一 昭和18年12月８日生 

昭和37年４月 荒木製作所入所 

昭和43年12月 株式会社大阪デザインモデルセン

ター設立 専務取締役に就任 

平成元年９月 当社代表取締役会長に就任 

平成５年１月 代表取締役社長に就任 

平成６年９月 米国アーク代表取締役社長に就任 

平成７年６月 代表取締役会長に就任（現任） 

平成８年３月 韓国アーク代表理事に就任（現

任） 

平成16年１月 大連日東塑料加工有限公司代表取

締役会長に就任（現任） 

  

3,252 

取締役社長 

(代表取締役) 
 打矢 栄二 昭和26年２月16日生 

昭和52年４月 株式会社アイ・ディー・モデル・

メーカー入社 

平成元年９月 当社大阪本社部長 

平成５年１月 取締役に就任 

平成９年６月 情報システム部長及び品質保証部

長 

平成10年４月 開発事業部長 

平成11年４月 営業事業部長（西ブロック担当） 

平成12年４月 代表取締役社長に就任（現任） 

8 

専務取締役 

(代表取締役) 
統括本部担当 西澤 實 昭和16年２月４日生 

昭和46年12月 株式会社デザインモデルサービス

入社 

昭和57年６月 株式会社アイ・ディー・モデル・

メーカー代表取締役に就任 

平成元年９月 当社代表取締役専務に就任（現

任） 

平成17年８月 統括本部担当（現任） 

6 

常務取締役 海外本部担当 荒木 一実 昭和42年２月23日生 

昭和60年３月 株式会社テクニカルモデリングセ

ンター入社 

昭和63年10月 英国アークマネージング・ディレ

クター 

平成７年３月 米国アークゼネラルマネージャー 

平成９年６月 当社取締役に就任 北米・欧州事

業部長 

平成11年４月 常務取締役に就任、海外本部担当

（現任） 

平成16年１月 米国アーク代表取締役会長に就任

（現任） 

  

2,147 

取締役 
海外本部アジア

担当 
三浦 吉照 昭和25年12月20日生 

昭和44年３月 株式会社大阪デザインモデルセン

ター入社 

昭和59年４月 株式会社テクニカルモデリングセ

ンター生産管理部長 

平成元年２月 タイアークマネージング・ディレ

クター（現任） 

平成９年６月 当社取締役に就任（現任）東南ア

ジア事業部長 

平成10年４月 アジア事業部部長に就任 

平成17年８月 海外本部アジア担当（現任） 

4 

取締役 
統括本部財務グ

ループ担当 
土生田 充功 昭和26年６月14日生 

昭和49年４月 株式会社三和銀行入行 

平成14年７月 当社入社 

平成14年７月 当社財務グループ部長 

平成16年７月 当社執行役員財務グループ担当 

平成18年６月 当社取締役に就任（現任） 

1 

 



 （注）１．上記所有株式数のうち、取締役会長荒木壽一は3,252千株を、常務取締役荒木一実は2,147千株を野村信託銀

行株式会社に信託財産として委託しており、信託契約上、議決権の行使について指図権を留保しておりま

す。 

２．監査役竺長正、斎藤学、小嶋成夫及び今井弘道は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．常務取締役荒木一実は、取締役会長荒木壽一の長男であります。 

４．当社では、業務執行機能の強化及び経営効率の向上を目指し、執行役員制度を導入しております。各執行役

員の氏名及び担当は以下のとおりであります。 

上野 啓一  生産ディビジョン担当 

堀内 正光  開発ディビジョン担当 

中尾 一生  営業ディビジョン担当 

多田  諭  統括本部 企画グループ担当 

田邊 芳郎  品質保証部担当 

大西 利明  統括本部 総務グループ担当 

Peter Rawson 海外本部 欧州担当 

辻野 浩司  海外本部 北米担当 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  九鬼 祐一郎 昭和39年２月20日生 

昭和62年４月 山一證券株式会社入社 

平成10年２月 日興證券株式会社入社 

平成12年10月 松井証券株式会社入社 

平成13年６月 同社取締役に就任 

平成14年４月 同社常務取締役に就任 

平成16年６月 同社専務取締役に就任 

平成18年４月 同社取締役に就任 

平成18年６月 当社取締役に就任（現任） 

0 

常勤監査役  竺長 正 昭和23年５月26日生 
昭和42年３月 株式会社三和銀行入行 

平成12年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 
3 

常勤監査役  斎藤 学 昭和21年６月28日生 

昭和44年４月 積水化学工業株式会社に入社 

平成４年６月 同社経営監査室担当部長 

平成18年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

－ 

監査役  小嶋 成夫 昭和11年３月13日生 

昭和33年４月 シャープ株式会社入社 

昭和44年４月 公認会計士小嶋成夫事務所開設

（現任） 

昭和51年７月 ＩＭＶ㈱代表取締役に就任（現

任） 

平成元年９月 当社監査役に就任（現任） 

20 

監査役  今井 弘道 昭和２年11月14日生 

昭和58年７月 東住吉税務署長に就任 

昭和59年９月 今井弘道税理士事務所開設（現

任） 

平成６年６月 当社監査役に就任（現任） 

8 

    計 5,451



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社はグループ全体の経営における透明性と信頼性の向上を通じて、株主の権利・利益を平等に保障し、株主以外

のステークホルダーとの円滑な関係を構築し、健全で持続的な企業価値の成長を実現するため、コーポレート・ガバ

ナンスの充実を図っております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

（１）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織 

①会社の経営上の意思決定と会社情報の適時開示 

 当社の経営上の意思決定機関は、取締役会、常務会及び長期戦略検討委員会であります。 

 取締役会は、原則毎月１回開催し、重要課題の討議決定及び業務執行の状況の監督を行っております。なお、連

結グループ経営の観点から３ヶ月に１度国内関係会社の代表取締役社長が集合し、さらに、６ヶ月に１度、海外関

係会社の代表取締役社長もこれに加えた集合会議による取締役会を開催しております。 

 常務会は、意思決定の迅速化及び業務運営効率化を目的として代表取締役３名と常務取締役１名により構成さ

れ、取締役会と同日に開催し、経営上の重要事項の審議を行っております。 

 長期戦略検討委員会は、取締役会の諮問機関として経営事項の専門的かつ実務的な検討を行い、経営意思決定の

適正化及び迅速化を図るため、取締役、執行役員及びゼネラルマネージャーにより構成され毎月２回開催しており

ます。 

 また当社では、投資者への適時、適切な会社情報の開示の重要性を充分認識し、責任を持って臨むため、平成17

年３月に、役付取締役４名にて構成される「適時開示委員会」を設置し、同委員会において会社情報を集中把握、

管理するとともに、迅速な機関意思決定に基づく適時開示が行える体制を整備いたしました。これにより、当社及

び関係会社の事業活動から生じる様々な情報が遺漏無く、正確に委員会へ集約される体制といたしました。 

②執行及び監督に係る経営管理組織 

 当社はコーポレート・ガバナンスの充実を目指し、以下の施策を実施しております。 

○執行役員制度 

 平成13年４月より執行役員制度を導入し、業務執行機能の強化と迅速化及び経営責任体制の明確化を図ってお

ります。有価証券報告書提出日現在の執行役員数は８名です。 



○社外監査役の選任 

 当社では、株主総会において選任された社外監査役４名（常勤監査役２名、非常勤監査役２名）により監査役

会が組成され、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保しています。なお、会社と社外監査役の人的関係、資

本的関係または取引関係その他の利害関係はございません。 

○関係会社経営管理の充実 

 当社グループは、業務・資本提携により国内外の関係会社が増加しておりますが、各社に対する当社の出資比

率、経営戦略上の位置付け等を勘案し、経営上の重要な事項につき当社の承認を要する事項、当社への報告を要

する事項等の細目を定め、実効的な関係会社管理を実施しております。 

（２）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社の内部統制システム及びリスク管理体制といたしましては、内部監査室による内部監査のほか、法令遵守の

域にとどまらず、より高い企業倫理意識を醸成し、企業の自浄作用を高めることにより、事業リスクの極小化を図

る目的で、平成16年８月に、コンプライアンス委員会を設置いたしました。また、同時に倫理原則を中心に社員１

人１人が守るべき具体的な行動基準である「行動規範」を定め、法令・倫理遵守の機能を高めるとともに、違法行

為や非倫理的行為を未然に防ぐことにも努めております。加えて、各事業所にコンプライアンス管理責任者を配置

し、「行動規範」に反する行為など、問題発生時の迅速な情報収集及び対策ができる体制にしております。 

○内部監査 

 当社の内部監査は、各事業所及び管理部門から独立した立場より、組織の内部管理体制の適切性・有効性を総

合的・客観的に評価するとともに、問題点等に対し改善の提言からフォローアップまでの一連のプロセスを実施

しております。内部監査手続きにつきましては、期初に年間の方針、重点監査項目、スケジュールを策定し、そ

れをもとに個別監査計画を策定、監査を実施しております。また、監査終了後、報告書を作成、改善を要する項

目に関しては、改善要望書を送付後、報告書を提出させ、必要に応じてフォローアップ監査を実施しておりま

す。 

 監査役監査及び会計監査との相互連携につきましては、監査計画の基本的事項についての意見交換や内部統制

の評価等の重要事項についての情報交換を実施しております。また海外関係会社の内部監査に関しては、現地外

部監査機関を通じて税務・会計監査結果についてヒアリングを実施しております。 

○監査役監査 

 当社の監査役会は、会社法第２条第16号に定める社外監査役４名（常勤２名、非常勤２名）で構成されており

ます。監査につきましては、会社法の規定に基づき株主の付託に応えるため、取締役の業務執行が法令、定款及

び社内規程等の定めるところによって適正に行われているか否かを監査するとともに、監査を通じて経営の効率

的な執行を側面より支援することにより、会社の健全なる成長、発展に寄与するものです。具体的には、ガバナ

ンス体制及び法令遵守状況の監査や内部統制の監査等の業務監査、計算書類及び附属明細書の監査や会計監査の

相当性監査等を実施しております。監査対象は、原則として当社全部門と連結子会社（海外子会社は主要な会社

のみ）であります。 



○会計監査の状況  

 業務を執行した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりです。 

＜業務を執行した公認会計士＞ 

＜補助者の構成＞ 

（３）役員報酬及び監査報酬 

① 役員報酬 

社内取締役に支払った報酬  163百万円 

監査役に支払った報酬    16百万円 

   合計         180百万円 

② 監査報酬 

監査法人トーマツと締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬 53百万円 

上記以外の報酬の内容 

財務に関する調査に係る報酬                  80百万円 

その他                             1百万円 

   合計                          136百万円 

氏  名 所属する監査法人 継続監査年数 

石田 昭 監査法人トーマツ ２年 

吉村 祥二郎 監査法人トーマツ ６年 

区  分 人  数 

公認会計士 ７ 名 

会計士補 ８ 名 

計 15 名 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

３．金額の表示単位の変更について 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりました

が、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比較を容易にするため、

前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※２  25,793   38,105  

２．受取手形及び売掛金 ※２  46,433   71,845  

３．有価証券   2,717   2,366  

４．たな卸資産   17,971   31,126  

５．繰延税金資産   1,058   1,873  

６．未収法人税等   476   561  

７．その他   5,215   7,242  

貸倒引当金   △352   △1,338  

流動資産合計   99,313 46.4  151,782 50.7

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 46,039   55,528   

減価償却累計額  △20,625 25,414  △23,339 32,189  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 73,242   97,780   

減価償却累計額  △49,993 23,249  △63,854 33,925  

(3）工具器具及び備品 ※２ 17,559   25,297   

減価償却累計額  △12,581 4,978  △16,901 8,396  

(4）土地 ※２  27,118   29,248  

(5）建設仮勘定   2,093   1,990  

有形固定資産合計   82,854 38.7  105,750 35.4

２．無形固定資産        

(1）連結調整勘定   18,972   23,894  

(2）その他   1,894   2,504  

無形固定資産合計   20,866 9.8  26,398 8.8

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※1,2  3,059   6,127  

(2）長期貸付金   1,600   995  

(3）差入保証金   1,071   1,507  

(4）繰延税金資産   1,634   1,622  

(5）再評価に係る繰延税
金資産 

※４  112   107  

(6）その他 ※２  3,837   5,263  

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

貸倒引当金   △435   △416  

投資その他の資産合計   10,880 5.1  15,205 5.1

固定資産合計   114,601 53.6  147,355 49.3

資産合計   213,914 100.0  299,138 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※２  28,209   38,191  

２．短期借入金 ※２  24,972   41,359  

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※２  14,220   17,905  

４．未払金   4,508   6,939  

５．リース未払金   839   1,037  

６．未払法人税等   2,233   3,971  

７．未払消費税等   607   1,188  

８．未払費用   3,621   6,661  

９．繰延税金負債   38   744  

10．賞与引当金   1,697   1,900  

11．その他 ※２  2,505   7,046  

流動負債合計   83,453 39.0  126,945 42.4

Ⅱ 固定負債        

１．社債 ※２  1,651   1,967  

２．長期借入金 ※２  41,118   46,384  

３．長期リース未払金   1,346   2,074  

４．長期設備支払手形   3   6  

５．繰延税金負債   3,370   5,222  

６．退職給付引当金   5,948   6,180  

７．役員退職慰労引当金   1,093   724  

８．その他   1,508   2,814  

固定負債合計   56,040 26.2  65,373 21.9

負債合計   139,493 65.2  192,319 64.3

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   16,810 7.9  23,272 7.8

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  21,915 10.2  30,755 10.3

Ⅱ 資本剰余金   22,744 10.6  31,587 10.6

Ⅲ 利益剰余金   13,884 6.5  18,710 6.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △163 △0.0  △156 △0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  82 0.0  358 0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定   △842 △0.4  2,299 0.8

Ⅶ 自己株式 ※６  △9 △0.0  △8 △0.0

資本合計   57,610 26.9  83,546 27.9

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  213,914 100.0  299,138 100.0

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   160,732 100.0  264,931 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  128,052 79.7  214,655 81.0

売上総利益   32,680 20.3  50,275 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  21,231 13.2  31,970 12.1

営業利益   11,448 7.1  18,305 6.9

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  195   319   

２．受取配当金  16   19   

３．受取賃貸料  165   225   

４．有価証券売却益  3   15   

５．為替差益  282   971   

６．受取助成金  49   157   

７．受取手数料  －   359   

８．その他  578 1,291 0.8 895 2,963 1.1

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  1,584   2,709   

２．有価証券売却損  0   12   

３．持分法による投資損失  30   57   

４．貸倒引当金繰入額  －   119   

５．その他  473 2,090 1.3 820 3,719 1.4

経常利益   10,650 6.6  17,548 6.6

Ⅵ 特別利益        

１．前期損益修正益  55   －   

２．固定資産売却益 ※３ 109   394   

３．受取保険金  1   2   

４．投資有価証券売却益  25   64   

５．持分変動利益  150   1   

６．関係会社株式売却益  －   73   

７．その他 ※４ 59 403 0.3 62 600 0.2

        

Ⅶ 特別損失        

１．前期損益修正損  122   －   

２．固定資産除売却損 ※５ 403   440   

３．役員退職慰労金  2   549   

４．貸倒引当金繰入額  37   －   

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

５．事業再構築関連費用  72   6   

６．連結調整勘定一括償却
額 

 89   －   

７．たな卸資産評価損  22   23   

８．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

 393   －   

９．固定資産評価損 ※６ 286   －   

10．関係会社株式売却損  －   524   

11．減損損失 ※７ －   488   

12．その他 ※８ 90 1,520 1.0 180 2,214 0.8

税金等調整前当期純利益   9,533 5.9  15,933 6.0

法人税、住民税及び事業
税 

 3,114   5,960   

法人税等調整額  1,119 4,234 2.6 1,264 7,225 2.7

少数株主利益   2,030 1.3  3,313 1.3

当期純利益   3,268 2.0  5,395 2.0

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   17,034  22,744 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株の発行  5,710   8,834   

２．自己株式処分差益  － 5,710 7 8,842 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   22,744  31,587 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,136  13,884 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  3,268  5,395  

２．メキシコ連結子会社の
インフレーション会計
に基づく剰余金増加高 

 4 3,272 － 5,395 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  274  344  

２．役員賞与  149  178  

３. メキシコ連結子会社の
インフレーション会計
に基づく剰余金減少高 

 0  38  

４. 土地再評価差額金取崩
額 

 100 524 7 568 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   13,884  18,710 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  9,533 15,933 

減価償却費  7,500 12,157 

連結調整勘定償却額  624 1,272 

退職給付引当金の増加
（△減少）額 

 132 △289 

貸倒引当金の増加（△減
少）額 

 △201 347 

賞与引当金の増加額  84 120 

固定資産除売却損  403 440 

固定資産売却益  △109 △394 

固定資産評価損  286 － 

関係会社株式売却損  － 524 

減損損失  － 488 

受取利息及び受取配当金  △212 △338 

支払利息  1,584 2,709 

売上債権の増加額  △884 △6,577 

たな卸資産の増加額  △3,172 △5,365 

その他流動資産の減少
（△増加）額 

 △82 309 

その他固定資産の減少
（△増加）額 

 △12 238 

仕入債務の増加額  102 297 

その他流動負債の増加
（△減少）額 

 △52 5,798 

その他固定負債の増加額  101 251 

役員賞与の支払額  △149 △178 

その他  △137 △279 

小計  15,337 27,466 

利息及び配当金の受取額  212 335 

利息の支払額  △1,576 △2,741 

法人税等の支払額  △4,411 △5,503 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 9,561 19,556 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による支
出 

 － △5,478 

定期預金の払戻による収
入 

 － 5,061 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △403 △1,472 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 711 427 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △10,614 △20,917 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 853 3,257 

新規連結子会社の取得に
よる支出 

※２ △11,447 △8,242 

短期貸付金の純減少額  302 586 

長期貸付けによる支出  △157 △248 

長期貸付金の回収による
収入 

 218 425 

その他  358 △1,542 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △20,178 △28,145 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増加（△
減少）額 

 △5,185 3,620 

長期借入れによる収入  16,077 21,874 

長期借入金の返済による
支出 

 △14,516 △22,746 

社債の発行による収入  882 1,182 

社債の償還による支出  △539 △689 

株式の発行による収入  11,425 17,674 

配当金の支払額  △274 △344 

その他  △85 △1,582 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 7,783 18,990 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △372 870 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加（△減少）額 

 △3,205 11,272 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 30,250 27,045 

Ⅶ 非連結子会社の連結開始
に伴う現金及び現金同等
物の増加額 

 － 51 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び
現金同等物の減少額 

 － △240 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 27,045 38,128 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  104社 (1）連結子会社の数  142社 

 (2）主要な連結子会社の名称 

 主要な連結子会社名は、「関係会社

の状況」に記載しているため、省略し

ております。 

 なお、業務・資本提携及び新規設立

等により当連結会計年度より新たに連

結子会社に含めた会社は以下の41社で

あります。 

アークテック 

ＮＰＬテクノロジーズ及び同社の子

会社１社 

アヴァプラス及び同社の子会社２社 

南部化成㈱及び同社の子会社５社 

プラコー及び同社の子会社１社 

クローバー電子工業㈱ 

スタンダード㈱ 

日本ミクロン㈱ 

東邦システム㈱ 

ＰＣＬグループ及び同社の子会社５

社 

デイーテック 

その他連結子会社16社 

(2）主要な連結子会社の名称 

 主要な連結子会社名は、「関係会社

の状況」に記載しているため、省略し

ております。 

 なお、業務・資本提携及び新規設立

等により当連結会計年度より新たに連

結子会社に含めた会社は以下の47社で

あります。 

㈱三洋化成製作所及び同社の子会社

５社 

アーク岡山㈱ 

アークセチンマネジメント及び同社

の子会社５社 

㈱アークプロダクツ 

アキュリス 

オランダアーク及び同社の子会社９

社 

アヴァプラスタイランド 

（旧：アヴァプラスナイプロ（タイ

ランド）） 

アークノースアメリカホールディン

グス 

アークカナダホールディングス 

サーモ及び同社の子会社４社 

その他連結子会社14社 

  前連結会計年度において連結子会社

でありました、ソルプラスインコーポ

レーション及びソルプラスメキシコは

平成16年４月14日付で当社グループが

所有する持分の全てを企業集団の外部

へ譲渡したため、連結の範囲から除い

ております。同じくその他連結子会社

１社は平成16年５月31日付で当社連結

子会社である、ＰＴショープラインド

（存続会社）と合併したため、連結の

範囲から除いております。 

 前連結会計年度において連結子会社

でありました、プロトモール（フラン

ス）は平成17年１月１日付で当社連結

子会社であるエルシーオー（フラン

ス）と、神岡精機㈱は平成17年５月１

日付で㈱イージーエスと、その他連結

子会社１社は平成17年３月29日付でプ

ラコー（韓国）と、㈱三洋化成製作所

の子会社１社は平成17年10月１日付で

同社の子会社１社と、それぞれ合併し

たため、連結の範囲から除いておりま

す。また、その他連結子会社２社は清

算手続が完了したため、連結の範囲か

ら除いております。ソルプラスシャン

ハイは平成17年12月28日付で当社グル

ープが所有する持分の全てを企業集団

の外部へ譲渡したため、連結の範囲か

ら除いております。 

  米国アークの子会社であるアークＰ

ＤＧカナダは、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、当連結

会計年度において連結対象に含めてお

りません。 

 宇田（旧：宇田精密）（韓国）及び

大連宇田電子有限公司（中国）につい

ては、持分の変動により、それぞれ関

連会社となったため、連結の範囲から

除き、持分法を適用することといたし

ました。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ㈱シバックスの子会社である㈱アド

ヴァード、当社と㈱ソルプラスが新規

設立したソルプラス＆アークイースタ

ン（モルドバ）、その他２社について

は、小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、当連結会計年度に

おいて連結対象に含めておりません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 ４社 

会社名： 

㈱スリーディーテック 

サンケイタイランド 

アヴァプラスナイプロ（タイラン

ド） 

その他持分法適用会社１社 

(1）持分法適用の関連会社数 ７社 

会社名： 

㈱スリーディーテック 

サンケイタイランド 

宇田（旧：宇田精密） 

大連宇田電子有限公司 

その他持分法適用会社３社 

  なお、当連結会計年度よりアヴァプ

ラスナイプロ（タイランド）及びその

他関連会社１社を持分法適用会社にし

ております。 

 アークテックは株式追加取得による

持分増加に伴い、当連結会計年度より

連結子会社となったため、持分法の適

用範囲から除外しております。また、

アークテクノロジーコリアは、連結子

会社であるソン＆アーク（存続会社）

と合併したため、当連結会計年度より

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました、宇田（旧：宇田

精密）及び大連宇田電子有限公司を、

持分の変動により、それぞれ持分法適

用会社としております。 

また、その他関連会社２社について

は新たに株式を取得したことから、当

連結会計年度より持分法適用会社とし

ております。 

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社（アークＰＤＧカナダ）及び関連会

社（ＮＳテクシード（タイ））は、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

は、いずれも、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、当連結会

計年度において持分法の適用範囲に含

めておりません。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社であるソルプラス＆アークイースタ

ン（モルドバ）、㈱アドヴァードその

他２社及び関連会社であるデイーイン

ティア（韓国）、サンエンジニアリン

グ（韓国）その他１社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 (3） 

────── 

(3）アヴァプラスタイランド（旧：アヴ

ァプラスナイプロ（タイランド））

は、株式追加取得による持分増加に伴

い、当連結会計年度より連結子会社と

なったため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 (4）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、各

社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

(4） 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、江川精工㈱、岐阜

精機工業㈱、㈱イージーエス、㈱型シス

テム、神岡精機㈱、㈱日本テクシード、

㈱シバックス、㈱積水工機製作所及びそ

の子会社２社、ムネカタ㈱、ムネカタア

メリカ、㈱設計果、㈱サトーセン、㈱マ

ンモスセンター、南部化成㈱、クローバ

ー電子工業㈱、スタンダード㈱、日本ミ

クロン㈱、東邦システム㈱、アヴァプラ

ス及びその子会社２社、ＰＣＬグループ

及びその子会社３社、ほか２社の決算日

は３月31日であります。なお、ＰＣＬグ

ループの子会社１社の決算日は12月31日

であり、同社のその他子会社１社の決算

日は６月30日であります。これらの会社

について、連結財務諸表の作成に当たっ

ては、連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。 

また、昭和精機工業㈱と徳島昭和精機㈱

の決算日は３月20日であり、それ以外の

子会社の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

国内連結子会社のうち、㈱安田製作

所、㈱ソルプラス、㈱タクミック・エス

ピーの決算日は12月31日であり、昭和精

機工業㈱及び徳島昭和精機㈱の決算日は

３月20日であります。 

また、海外連結子会社のうち、ムネカ

タアメリカ及びその子会社１社、ＰＣＬ

グループ及びその子会社３社、アヴァプ

ラス及びその子会社３社の決算日は３月

31日であり、ＰＣＬグループのその他子

会社１社の決算日は６月30日であり、サ

ーモの子会社２社の決算日は９月30日で

あり、これら以外の海外連結子会社の決

算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日が12月31日及び３月20日である連結

子会社については、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。また、決算日が６月

30日であるＰＣＬグループの子会社１社

はＰＣＬグループの決算日である３月31

日現在で、決算日が９月30日であるサー

モの子会社２社はサーモの決算日である

12月31日現在で、それぞれ本決算に準じ

た仮決算を実施し、それぞれの親会社の

財務諸表に連結されております。 

   

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

原価法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

────── 

(2）デリバティブ 

時価法 

 (3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

 主として個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

 原材料 

 主として移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

 貯蔵品 

 主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 当社及び国内子会社は定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。在外子会社

は所在地国の会計基準による償却方法

（主として定額法）を採用しておりま

す。 

(1）有形固定資産 

 当社及び国内子会社は主として定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。在外

子会社は所在地国の会計基準による償却

方法（主として定額法）を採用しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ５～60年 

機械装置及び運搬具 ５～20年 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３～60年 

機械装置及び運搬具 ２～20年 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（３～５年）

に基づく定額法を採用しております。 

(ハ)繰延資産の処理方法 新株発行費 

 全額支出時の費用としております。 

新株発行費 

同左 

(ニ)重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 当社及び国内子会社は債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。在外子会社は所在地国の会計基 

(1）貸倒引当金 

同左 

 準（回収不能見込額を見積計上）により

計上しております。 

 

 (2）賞与引当金 

 当社及び国内子会社は、当期に負担す

べき支給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 当社及び国内子会社は、従業員の賞与

の支払に備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。在外子会社は、所在地国の会計基準

（主として当連結会計年度に負担すべき

支給見込額を計上）によっております。 

 (3）退職給付引当金 

 当社及び国内子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、国内会社のうち３社

は当連結会計年度末における年金財政計

算上の責任準備金から適格退職年金資産

残高を控除した額を、13社は当連結会計

年度末における自己都合退職による要支

給額から適格退職年金資産残高等を控除

した額を、３社は原則法により計算され

た当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づく額を、

退職給付引当金として計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５～15年)による

定額法により、それぞれ発生した翌連結

会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

(3）退職給付引当金 

 当社及び国内子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、国内会社のうち３社

は当連結会計年度末における年金財政計

算上の責任準備金から適格退職年金資産

残高を控除した額を、18社は当連結会計

年度末における自己都合退職による要支

給額から適格退職年金資産残高等を控除

した額を、３社は原則法により計算され

た当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づく額を、

退職給付引当金として計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５～15年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  また過去勤務債務は、発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（５～15年）による定額法により、発

生した連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

  

 また過去勤務債務は、発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５～15年）による定額法により、

発生した連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、当社は支給見込額を、子会社の一部

は内規に基づく連結会計年度末要支給額

をそれぞれ計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、子会社の一部において、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

 （会計方針の変更） 

 従来、当社の役員退職慰労金は支出時

の費用として処理しておりましたが、当

連結会計年度末をもって役員退職慰労金

制度を廃止し、内規に基づく廃止時点の

退職慰労金額を支給することを取締役会

で決議したことに伴い、当連結会計年度

より支給見込額を計上する方法に変更し

ております。 

 この変更により、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益及び経常利益は34

百万円、税金等調整前当期純利益は427百

万円、それぞれ減少しております。 

 なお、当該会計処理の変更は、役員退

職慰労金制度の廃止が下半期以降に行わ

れたことにより、当連結会計年度下期に

行っております。この結果、当中間連結 

（追加情報） 

 当社は前連結会計年度末をもって、役

員退職慰労金制度を廃止し、内規に基づ

く廃止時点の退職慰労金額を支給するこ

とを平成17年６月29日開催の定時株主総

会で決議したことに伴い、役員退職慰労

金の未払金額427百万円について、長期未

払金として、固定負債の「その他」に含

めて計上しております。 

 会計期間は従来の会計処理方法によって

おり、変更後の会計処理方法によった場

合に比べ、中間連結財務諸表の営業利益

及び経常利益はそれぞれ17百万円、税金

等調整前中間純利益は410百万円多く計上

されております。 

 

  また、セグメント情報に与える影響

は、セグメント情報の「所在地別セグメ

ント情報」の（注）３．に記載しており

ます。 

 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び国内子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。在外

子会社のファイナンス・リース取引につ

いては、所在地国の会計基準（主として

通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理）によっております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(へ)重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を満たしている

場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の条件を満たしている

場合には特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約  製品輸出等による

外貨建売上債権、

原材料輸入等によ

る外貨建買入債務

及び外貨建予定取

引 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 社内管理規程は特に設けておりませ

んが、取締役会において承認された基

本方針に従い、当社統括本部が行って

おります。 

(3）ヘッジ方針 

 金利リスク及び為替リスクの低減並

びに金融収支改善のため、対象債権債

務及び予定取引の範囲内でヘッジを行

っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ト)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、その効果の発現す

る期間を見積もり、20年以内で均等償

却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益は488百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「役員退職慰労引当金」は、前連結会計年度は

固定負債の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当連結会計年度において金額的重要性が増

したため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「役員退職慰労引当

金」の金額は451百万円であります。 

（連結貸借対照表） 

────── 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

 「持分変動利益」は、前連結会計年度は特別利

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度において特別利益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「持分変動利益」の金

額は６百万円であります。 

１． 「受取手数料」は、前連結会計年度は営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度において金額的重要性が増したた

め区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「受取手数料」の金額

は109百万円であります。 

────── ２． 「貸倒引当金繰入額」は、前連結会計年度は営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当連結会計年度において金額的重要性が増

したため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「貸倒引当金繰入額」

の金額は30百万円であります。 

────── ３． 「関係会社株式売却損」は、前連結会計年度は

特別損失の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当連結会計年度において金額的重要性が増

したため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「関係会社株式売却

損」の金額は１百万円であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有

価証券の売却による収入」は、前連結会計年度は

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において金額的重要性が増したため区

分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券の売却

による収入」は、302百万円であります。 

１． 営業活動によるキャッシュ・フローの「関係会

社株式売却損」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において金額的重要性が増したため区分掲記しま

した。 

 なお、前連結会計年度の「関係会社株式売却

損」の金額は１百万円であります。 

────── ２． 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預

金の預入による支出」は、前連結会計年度は「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において金額的重要性が増したため区分掲

記しました。 

 なお、前連結会計年度の「定期預金の預入によ

る支出」の金額は△713百万円であります。 

────── ３． 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預

金の払戻による収入」は、前連結会計年度は「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において金額的重要性が増したため区分掲

記しました。 

 なお、前連結会計年度の「定期預金の払戻によ

る収入」の金額は640百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する事項 ※１ 非連結子会社及び関連会社に対する事項 

投資有価証券（株式）     399百万円 投資有価証券（株式） 2,714百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

土地  20,329百万円

建物及び構築物 15,777 

機械装置及び運搬具 3,645 

現金及び預金（定期預金） 630 

工具器具及び備品 121 

その他 350 

合計 40,854 

現金及び預金 979百万円

受取手形及び売掛金 536 

建物及び構築物 17,700 

機械装置及び運搬具 8,040 

工具器具及び備品 647 

土地 18,470 

投資有価証券 24 

「投資その他の資産」その他 417 

合計 46,816 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金  10,941百万円

１年以内返済予定長期借入金 10,788 

長期借入金 19,278 

社債 1,081 

その他 530 

合計 42,619 

支払手形及び買掛金 100百万円

短期借入金 15,211 

１年以内返済予定長期借入金 7,708 

「流動負債」その他 1,145 

社債 1,543 

長期借入金 22,536 

合計 48,243 

 上記債務のほか、連結子会社の輸入関係銀行保証

23百万円、その他取引先４社の借入金1,305百万円及

びその他保証１百万円について、上記資産を担保に

提供しております。 

 上記債務のほか、連結子会社の輸入関係銀行保証

24百万円、その他関連会社２社の借入金849百万円及

びその他保証435百万円について、上記資産を担保に

提供しております。 

 ３ 偶発債務 

(1）保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 ３ 偶発債務 

(1）保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

（関連会社）  

アヴァプラスナイプロ 55百万円

その他１社 0 

（取引先）   

ナジョン 753 

プラコーインターナショナル 469 

その他３社 159 

合計 1,438 

（関係会社）  

宇田 662百万円

その他３社 850 

（取引先）  

１社 75 

合計 1,588 

(2）手形割引高及び裏書譲渡高 (2）手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高     527百万円

受取手形裏書譲渡高 43 

受取手形割引高 1,429百万円

受取手形裏書譲渡高 760 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

・再評価の方法：土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算出 

・再評価を行った年月日 ：平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期

末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額 

 

 

：△221百万円 

・再評価の方法：土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算出 

・再評価を行った年月日 ：平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期

末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額 

 

 

：△244百万円 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式30,650,796株

であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式34,050,796株

であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

5,414株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

3,498株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

給料   5,737百万円

減価償却費 738 

賃借料 711 

運搬費 2,510 

役員退職慰労引当金繰入額 82 

販売業務委託料 498 

管理業務委託料 616 

連結調整勘定償却額 534 

賞与引当金繰入額 55 

退職給付費用 277 

研究開発費 441 

給料 8,754百万円

減価償却費 1,289 

賃借料 1,179 

運搬費 3,067 

役員退職慰労引当金繰入額 100 

販売業務委託料 471 

管理業務委託料 449 

連結調整勘定償却額 1,272 

賞与引当金繰入額 175 

退職給付費用 405 

研究開発費 624 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

     442百万円  727百万円

※３ 固定資産売却益は次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却益は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具      87百万円

土地 11 

その他 9 

合計 109 

建物及び構築物 82百万円

機械装置及び運搬具 235 

土地 61 

その他 15 

合計 394 

※４ その他特別利益は次のとおりであります。 ※４  

特別助成金     6百万円

技術援助料 19 

その他 33 

合計 59 

────── 

※５ 固定資産除売却損は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除売却損は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物     196百万円

機械装置及び運搬具 126 

工具器具及び備品 45 

その他 35 

合計 403 

  

建物及び構築物 23百万円

機械装置及び運搬具 285 

工具器具及び備品 50 

土地 22 

その他 58 

合計 440 

※６ 固定資産評価損の内容 

 売却予定の固定資産について、売却見込額まで評

価減を行ったものであり、その内訳は次のとおりで

あります。  

※６  

────── 

  

建物及び構築物     214百万円

土地 71 

合計 286 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※７ 

────── 

※７ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは、以下

の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

東北２件 

関東２件 

関西１件 

アジア１件

遊休資産 
土地、建物 

機械装置及び運搬具 
54

東北１件 

関東１件 

中部１件 

関西１件 

賃貸不動産 土地、建物 23

中部４件 事業用資産

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

無形固定資産その他 

167

北海道１件

アジア１件
のれん 

連結調整勘定 

無形固定資産その他 
241

合計   488

  当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出し、継続的に収支の把握がなされる最小

の管理会計上の単位に基づき資産のグルーピングを

行い、また、遊休資産については、個々の資産ごと

に減損損失の認識の判定及び測定を行っておりま

す。 

 遊休資産及び賃貸不動産については、地価等の市

場価格の下落幅の大きい土地等及び継続的な使用が

見込めない機械装置の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失78百万円として特別

損失に計上しております。事業用資産は、解散予定

子会社に係る機械装置等を回収可能価額まで減額

し、当該減少額167百万円を同様に計上しておりま

す。のれんについては、取得時に検討した事業計画

において、当初想定した収益が見込めなくなった連

結調整勘定及び営業権を回収可能価額まで減額して

当該減少額241百万円を同様に計上しております。 

 なお、遊休資産、賃貸不動産及び事業用資産の回

収可能価額は、正味売却価額により測定を行ってお

り、不動産については主として相続税評価額及び固

定資産税評価額を参考としております。また、のれ

んは、当該のれんに係る資産グループの修正後事業

計画に基づき測定しております。 

※８ その他特別損失は次のとおりであります。 ※８  

子会社株式売却損     1百万円

たな卸資産処分損 26 

ゴルフ会員権評価損 17 

その他 44 

合計 90 

────── 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金  25,793百万円

有価証券 2,717 

預入期間が３ケ月を超える定期預

金 
△1,460 

償還期間が３ケ月を超える割引金

融債等 
△5 

現金及び現金同等物 27,045 

現金及び預金 38,105百万円

有価証券 2,366 

預入期間が３ケ月を超える定期預

金 
△2,279 

ＭＭＦ、ＦＦＦ以外の有価証券 △64 

現金及び現金同等物 38,128 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに南部化成㈱他33社を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに南部化成㈱他33社株式の取得価額と南部化成㈱

他33社取得のための支出（純額）との関係は次のと

おりであります。 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱三洋化成製作所他36社

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに㈱三洋化成製作所他36社株式の取得価額

と㈱三洋化成製作所他36社取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産  32,468百万円

固定資産 35,085 

連結調整勘定 8,100 

流動負債 △34,886 

固定負債 △13,102 

少数株主持分 △8,955 

新規連結子会社株式の取得価額 18,709 

新規連結子会社現金及び現金同

等物 
△7,257 

旧持分法適用会社の連結子会社化 △4 

差引：取得のための支出 11,447 

流動資産 30,012百万円

固定資産 15,012 

連結調整勘定 7,442 

流動負債 △27,874 

固定負債 △7,458 

少数株主持分 △2,919 

新規連結子会社株式の取得価額 14,214 

新規連結子会社現金及び現金同

等物 
△5,918 

旧持分法適用会社の連結子会社化 △53 

差引：取得のための支出 8,242 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

5,293 2,482 2,810 

工具器具及び
備品 

1,710 979 730 

その他 501 307 193 

合計 7,505 3,769 3,735 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

8,005 4,479 3,525 

工具器具及び
備品 

2,215 1,119 1,095 

その他 542 236 305 

合計 10,762 5,836 4,926 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   1,375百万円

１年超 2,669 

合計 4,045 

１年内 1,868百万円

１年超 3,182 

合計 5,051 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料   1,545百万円

減価償却費相当額 1,439 

支払利息相当額 118 

支払リース料 2,299百万円

減価償却費相当額 2,071 

支払利息相当額 119 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額と物件の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース料 ２．オペレーティング・リース料 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内     740百万円

１年超 1,353 

合計 2,093 

１年内 1,444百万円

１年超 2,289 

合計 3,733 

────── （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当連結会計年度末における、満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

４．時価評価されていない有価証券の内容 

 種 類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 902 1,131 229 

(2) 債券     

① 国債・地方債等 ─  ─  ─ 

② 社債 ─  ─ ─ 

③ その他 ─  ─ ─ 

(3) その他   ─  ─   ─ 

小 計 902 1,131 229 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1) 株式 211 196 △14 

(2) 債券     

① 国債・地方債等  ─ ─   ─ 

② 社債  ─ ─   ─ 

③ その他  ─ ─   ─ 

(3) その他  ─ ─   ─ 

小 計 211 196 △14 

合 計 1,113 1,327 214 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

711 29 0 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,261 

国債・地方債 1 

社債 70 

ＭＭＦ 2,712 

割引金融債 4 



５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

(1) 債券     

① 国債・地方債等 0 0 ─ ─ 

② 社債 ─ 70 ─ ─ 

③ その他 4 ─ ─ ─ 

(2) その他 ─ ─ ─ ─ 

 種 類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,036 1,927 891 

(2) 債券     

① 国債・地方債等 ─ ─ ─ 

② 社債 ─ ─ ─ 

③ その他 ─ ─ ─ 

(3) その他 ─ ─ ─ 

小 計 1,036 1,927 891 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1) 株式 94 88 △5 

(2) 債券     

① 国債・地方債等 ─ ─ ─ 

② 社債 ─ ─ ─ 

③ その他 ─ ─ ─ 

(3) その他 ─ ─ ─ 

小 計 94 88 △5 

合 計 1,131 2,016 885 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

239 79 12 



３．時価評価されていない有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

１）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取引、金利関連で

は金利スワップ取引であります。 

２）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

３）取引の利用目的 

 当社グループは、通貨関連では一部外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の

確保を図る目的で、また金利関連では、一部借入金の支払利息について、将来の取引市場での金利上昇

が支払利息に及ぼすリスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を利用しております。 

４）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引及び通貨オプション取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金

利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

５）取引に係るリスク管理体制 

 当社のデリバティブ取引の執行・管理については、社内管理規程は特に設けておりませんが、取締役

会において承認された基本方針に従い統括本部が行っております。 

 連結子会社のデリバティブ取引の執行・管理については、個々の取引につき当該連結子会社の取締役

会において承認された基本方針に従って、同社の財務、経理部署が行っております。 

６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契

約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもの

ではありません。 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,263 

国債・地方債 5 

社債 125 

公社債投資信託 2,363 

割引金融債 4 

 １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

(1) 債券     

① 国債・地方債等 0 4 ─ ─ 

② 社債 58 30 35 ─ 

③ その他 4 ─ ─ ─ 

(2) その他 ─ ─ ─ ─ 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

１）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取引、金利関連で

は金利スワップ取引であります。 

２）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

３）取引の利用目的 

 当社グループは、通貨関連では一部外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の

確保を図る目的で、また金利関連では、一部借入金の支払利息について、将来の取引市場での金利上昇

が支払利息に及ぼすリスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を利用しております。 

４）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引及び通貨オプション取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金

利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

５）取引に係るリスク管理体制 

 当社のデリバティブ取引の執行・管理については、社内管理規程は特に設けておりませんが、取締役

会において承認された基本方針に従い統括本部が行っております。 

 連結子会社のデリバティブ取引の執行・管理については、個々の取引につき当該連結子会社の取締役

会において承認された基本方針に従って、同社の財務、経理部署が行っております。 

６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契

約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもの

ではありません。 



２．取引の時価等に関する事項 

（１）通貨関連 

（２）金利関連 

次へ  

区分 種類 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 当連結会計年度(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引

以外の取

引 

為替予約取引         

売建         

米ドル 89 － 91 △2 － － － － 

通貨オプション取引        

買建 

 プット 
        

 米ドル 260 － 40 40 － － － － 

売建 

 コール 
        

 米ドル 521 － △0 △0 － － － － 

合計    38    － 

（注） １. 時価の算定方法 

  

期末の時価は、為替予約取引については先物相場を使用しており、通貨オプション取引については、取引

先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、通貨オプション取引は、売建・買建

オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料は発生しておりません。 

 ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

区分 種類 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 当連結会計年度(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち１
年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引

以外の取

引 

金利スワップ取引         

変動受取・固定

支払 
1,100 － △17 △17 － － － － 

合計 1,100 － △17 △17 － － － － 

（注） １. 時価の算定方法 

  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結会社の退職給付費用は、イ．勤務費用に計上しております。 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

イ．退職給付債務（百万円） △9,105 △9,792 

ロ．年金資産（百万円） 3,150 3,783 

ハ．未積立退職給付債務（百万円）（イ＋ロ） △5,955 △6,008 

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） 146 11 

ホ．未認識過去勤務債務(百万円) △80 △82 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋

ホ）（百万円） 
△5,889 △6,080 

ト．前払年金費用（百万円） 58 100 

チ．退職給付引当金（百万円）（ヘ－ト） △5,948 △6,180 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．勤務費用（百万円） 1,163 1,401 

ロ．利息費用（百万円） 40 42 

ハ．期待運用収益（減算）（百万円） △3 △5 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 16 14 

ホ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） △23 △23 

へ．退職給付費用（百万円）（イ＋ロ＋ハ＋ニ

＋ホ） 
1,193 1,430 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 

ポイント基準 
期間定額基準 

(2）割引率（％） 1.5～2.5 1.5～2.5 

(3) 期待運用収益率 2.0 2.0 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 ５～15年 ５～15年 

 

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、発生した

連結会計年度から費用処理す

ることとしております。） 

同  左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 

５～15年 ５～15年 

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、発生した

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。） 

（各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度 

から費用処理することとして

おります。） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金     205百万円

ゴルフ会員権評価損 126 

未払事業税 75 

賞与引当金 646 

退職給付引当金 2,275 

役員退職慰労引当金 444 

税務上の繰越欠損金 3,190 

土地評価損 1,008 

投資有価証券評価損 680 

その他 791 

繰延税金資産小計 9,446 

評価性引当額 △3,899 

繰延税金資産合計 5,546 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △456 

土地評価益 △4,048 

子会社の留保利益金 △492 

その他 △1,265 

繰延税金負債合計 △6,263 

繰延税金負債の純額 △716 

繰延税金資産  

貸倒引当金 393百万円

ゴルフ会員権評価損 134 

未払事業税 245 

賞与引当金 727 

退職給付引当金 2,310 

役員退職慰労引当金 293 

長期未払金 173 

税務上の繰越欠損金 3,651 

土地評価損 1,156 

投資有価証券評価損 913 

その他 1,840 

繰延税金資産小計 11,842 

評価性引当額 △6,282 

繰延税金資産合計 5,560 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △268 

土地評価益 △4,750 

子会社の留保利益金 △624 

在外子会社の減価償却費 △1,122 

その他 △1,264 

繰延税金負債合計 △8,030 

繰延税金負債の純額 △2,470 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.7％

税率の増加（△減少）原因  

連結調整勘定償却 2.6 

評価性引当額の増加 6.0 

海外子会社の税率との差による影響 △6.1 

留保金課税 0.3 

子会社の留保利益金 3.0 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8 

外国税額控除 △0.9 

持分変動利益 △0.6 

その他 △1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％

法定実効税率 40.7％

税率の増加（△減少）原因  

連結調整勘定償却 5.3 

評価性引当 3.9 

海外子会社の税率との差による影響 △7.9 

子会社の留保利益金 1.8 

永久差異 0.8 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループは、企画、デザイン、設計から試作品、金型・成形品等の製造に至るまで、お客様の新製品開

発活動を一貫して支援することを主な事業内容としており、「デザイン・設計」、「モデル」、「金型・成形

品」、「その他」の個々の品目にとどまらず、これらの品目を総合的に提供することで独自の事業展開を図っ

ております。事業の種類の区分は、製・商品、役務等の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき

検討がなされますが、当社グループは、新製品開発支援を目的としてお客様に各品目を総合的に提供する観点

から各品目の有機的な関連性を考慮し、事業の種類別セグメントを単一セグメントとしております。そのた

め、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、メキシコ、カナダ 

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア 

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、

ベトナム、フィリピン 

３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(ニ）(4)に記載のとおり、当連結会計年度より当

社は役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。この変更による、セグメント

情報に与える影響は軽微であります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、メキシコ、カナダ 

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア、オランダ、ポーランド 

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、

ベトナム、フィリピン、インド 

 
国内 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 100,526 9,285 6,246 44,674 160,732 － 160,732 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,524 2 42 3,844 6,413 (6,413) － 

計 103,050 9,287 6,289 48,518 167,146 (6,413) 160,732 

営業費用 94,403 9,078 6,213 45,324 155,019 (5,735) 149,283 

営業利益 8,647 209 76 3,194 12,127 (678) 11,448 

Ⅱ 資産 168,649 8,620 12,164 60,954 250,388 (36,474) 213,914 

 
国内 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 141,274 19,658 22,154 81,843 264,931 － 264,931 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,775 30 51 6,790 9,647 (9,647) － 

計 144,050 19,689 22,205 88,633 274,578 (9,647) 264,931 

営業費用 129,628 19,612 21,621 84,814 255,676 (9,050) 246,626 

営業利益 14,421 76 584 3,818 18,901 (596) 18,305 

Ⅱ 資産 196,064 29,034 34,050 97,429 356,578 (57,439) 299,138 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、メキシコ、カナダ 

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア 

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、ベ

トナム、フィリピン 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（ただし、連結

会社間の内部売上高は除く。）であります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、メキシコ、カナダ 

欧州…………英国、フランス、ハンガリー、ドイツ、ルーマニア、イタリア、オランダ、ポーランド 

アジア………タイ、韓国、マレーシア、台湾、オーストラリア、中国、シンガポール、インドネシア、  

ベトナム、フィリピン、インド 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（ただし、連結

会社間の内部売上高は除く。）であります。 

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,282 7,807 46,580 66,670 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    160,732 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
7.6 4.9 29.0 41.5 

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,122 27,939 84,395 140,457 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    264,931 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
10.6 10.5 31.9 53.0 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２．役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３．子会社等 

 該当事項はありません。 

４．兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２．役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３．子会社等 

 該当事項はありません。 

４．兄弟会社等 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額     1,874.33円 

１株当たり当期純利益       111.90円 

１株当たり純資産額 2,445.30円 

１株当たり当期純利益 158.41円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在してい

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,572.43円 

１株当たり当期純利益 113.73円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

  

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 3,268 5,395 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 171 290 

（うち利益処分による役員賞与金） (171) (290) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,097 5,104 

期中平均株式数（千株） 27,679 32,223 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

株式会社三洋化成製作所の株式取得による買収 株式会社ソーデナガノの株式取得による業務・資本提携 

（1）その旨及び目的 

 当社のビジネスモデルである合理的な新製品開発

体制＝フルラインネットワークを確立するため、携

帯電話機の外装ケース等の各種プラスチックの射出

成形・塗装・組立てにおいて高い技術を有する㈱三

洋化成製作所の株式を70％取得いたしました。 

（1）その旨及び目的 

 金属製品の精密プレス加工や加工用金型の分野に

おいて高い技術を持ち、国内及び東南アジアに複数

の製造・販売拠点網を有する同社と業務・資本提携

を行うことにより、合理的な新製品開発体制＝フル

ラインネットワークの拡充を図るため、㈱ソーデナ

ガノの株式を40％取得いたしました。 

（2）買収の方式 （2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 既存株主からの株式譲受 

（3）買収する会社の名称及び規模 （3）買収する会社の名称及び規模 

名称 ㈱三洋化成製作所 

住所 横浜市都筑区佐江戸町683番地 

社長 代表取締役社長 金子 真二 

資本金 80百万円 

従業員 230名 

名称 ㈱ソーデナガノ 

住所 長野県岡谷市長地御所２丁目13

番29号 

社長 代表取締役社長 早出 隆幸 

資本金 80百万円 

従業員 120名 

（4）株式取得の時期 

平成17年４月６日 

（4）株式取得の時期 

平成18年４月６日 

（5）株式取得後の所有割合 

70％ 

（5）株式取得後の所有割合 

40％ 

岡山ミノルタ精密株式会社の株式取得による買収 株式会社グラフィックプロダクツ 株式の公開買付け 

（1）その旨及び目的 

 多様化する顧客ニーズへの対応力をこれまで以上

に高めるため、マグネシウム部品の優れた成形加工

技術の蓄積を持つ岡山ミノルタ精密㈱の株式を100％

取得し、子会社化いたしました。 

 なお、同社は子会社化に伴い、商号を「アーク岡

山株式会社」に変更いたしました。 

（2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 

当社は、ジャスダック証券取引所に上場している

株式会社グラフィックプロダクツの発行済株式の公

開買付けを実施いたしました。 

（1）その旨及び目的 

金型製造用ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの開発・販売

を行い、特に金型用３次元ＣＡＭシステムの開発に

おいては国内最大手であり、北米、タイでも事業を

展開する同社と業務・資本提携を行い、金型製造現

場に精通した質の高いシステムの供給を受けること

により、スピーディーな技術開発シナジー効果を図

るため、同社の株式の公開買付けを実施いたしまし

た。 

（3）買収する会社の名称及び規模 （2）対象会社の概要 

（4）株式取得の時期 

平成17年４月20日 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

名称 岡山ミノルタ精密㈱ 

  
（株式取得後、「アーク岡山

株式会社」へ商号変更） 

住所 岡山県真庭市下市瀬1100番地 

社長 代表取締役社長 別府 正敏 

資本金 40百万円 

従業員 230名 

名称 ㈱グラフィックプロダクツ 

住所 東京都渋谷区恵比寿１丁目19番

19号 恵比寿ビジネスタワー 

社長 代表取締役ＣＥＯ 田端 雅和 

資本金 884百万円 

従業員 215名 

（3）買付価格   

１株当たり675円   

（4）取得した株式数 4,598,500 株 

買付等に要する資金   3,176  百万円 

取得後の株式数 4,598,600 株  

取得後の所有割合     51 ％ 

 （5）公開買付けの決済の開始日 

平成18年６月13日 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Cecchin Management Limitedの株式取得による買収 株式の分割 

（1）その旨及び目的 

北米地域での多様化する顧客ニーズへの対応力強化

を図るため、自動車用大・中型プラスチック成形用金

型製造、プラスチック成形量産及び自動車内装張りラ

ミネート等の事業を展開する

Cecchin Management Limitedの株式を51％取得いたし

ました。 

 なお、同社は株式取得に伴い、商号を

「ARRK Cecchin Management Ltd.」に変更いたしまし

た。 

平成18年１月24日開催の当社取締役会の決議に基

づき、次のように株式分割による新株式を発行して

おります。 

１．平成18年４月１日をもって普通株式１株につき２

株に分割いたしました。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式 34,050,796株 

（2）買収の方式 

米国内に日本アークの100％出資子会社

ARRK North America Holdings,Inc.（以下「ANAH」と

いう）を設立、同じくカナダ内にANAHの100％出資子

会社ARRK Canada Holdings,Inc.（以下「ACHI」とい

う）を同時に設立し、ACHIが既存株主から株式譲受 

（2）分割方法 

平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株

につき２株の割合をもって分割いたしました。 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Cecchin Management Limited 

  

（株式取得後、

「ARRK Cecchin Management Ltd.」

へ商号変更） 

住所 2045 Solar Crescent,  

Oldcastle, Ontario, Canada 

社長 Euclide Cecchin 

資本金 45.6百万カナダドル 

従業員 400名 

    

（4）株式取得の時期 

平成17年４月30日 

（5）株式取得後の所有割合 

51％ 

２．配当の起算日 

平成18年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び、当

期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

937.16円 1,222.65円 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

55.95円 79.21円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

─ ─ 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

新会社（SERMO SAS)の設立及び営業譲受 ────── 

（1）その旨及び目的 

欧州地域の自動車向け金型事業の充実を図るた

め、自動車用パーツの成形用金型設計及び製造の事

業展開をしている旧SERMOグループの営業を譲受ける

ことを目的として、平成17年４月28日に新会社を設

立いたしました。 

 

（2）譲受けの方式 

連結子会社である英国アークの100％出資子会社

SERMO SASを設立し、同社が旧SERMOグループから子

会社株式及び資産を譲受 

 

（3）新会社の名称及び規模 

名称 SERMO SAS 

住所 Zone Artisanale 

de l'Esperance, 85600 St 

Hilaire de Loulay, 

Montaigu, France 

社長 Peter Rawson 

資本金 ５百万ユーロ 

従業員 200名 

 

（4）譲受けの時期 

平成17年７月下旬予定 

 

（5）譲受け後の株式所有割合 

100％ 

 

株式会社キョウデンプロダクツの株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

国内フルラインネットワーク拡充の一環として、

関西地区における成形分野の強化を図るため、各種

プラスチック射出成形事業を展開する㈱キョウデン

プロダクツの株式を100％取得いたしました。 

 なお、同社は株式取得に伴い、商号を「株式会社

アークプロダクツ」に変更いたしました。 

 

（2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 ㈱キョウデンプロダクツ 

  
（株式取得後、「株式会社アー

クプロダクツ」へ商号変更） 

住所 大阪府羽曳野市川向2056番地 

社長 代表取締役社長 布川 清 

資本金 100百万円 

従業員 29名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Advanced Tooling Systems B.V.の株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

Advanced Tooling Systems B.V.はオランダの持株

会社であり、傘下の子会社を通じて、自動車用大型

金型製造事業を展開しており、欧州地域でのフルラ

インサービス事業の拡大を目指し、同社の株式を

100％取得いたしました。 

 

（2）買収の方式 

連結子会社である英国アークによる既存株主から

の株式譲受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Advanced Tooling Systems B.V. 

住所 Rijssen Twentepoort, Oost 

24 Postbus 301 7600  

AH Almelo, Netherland 

代表者 Gerhardus Hermanus Kleizen 

資本金 23千ユーロ 

従業員 200名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

 

Accuris Co., Ltd.の株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

フルラインサービス事業の新たな分野であるプリ

ント基板分野の強化を図るため、韓国KOSDAQ市場店

頭登録の韓国を代表する通信機器用プリント基板の

製造会社であるAccuris Co., Ltd.の株式を30％取得

いたしました。 

 

（2）買収の方式 

連結子会社である韓国アークが第三者割当増資を

引受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Accuris Co., Ltd. 

住所 大韓民国京畿道安山市檀圓区城 

谷洞632-１,８（半月工團608-

22） 

代表者 金京熙 

資本金 14,248百万ウォン 

従業員 243名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

30％ 

 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．当該社債は、外国において発行したものであるため「当期末残高」欄に外貨建の金額を｛付記｝しており

ます。 

３．転換社債に関する記載は次のとおりであります。 

会社名 銘柄 
発行年月日 
(平成) 

前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率（％） 担保 
償還期限 
(平成) 

岐阜精機工業㈱ 第１回 物上担保附社債 10．８．26 
200 

(200) 
－ 1.90 あり 17．８．26 

岐阜精機工業㈱ 第２回 物上担保附社債 10．８．26 
150 

(150) 
－ 1.90 あり 17．８．26 

㈱シバックス 第６回 私募債 10．11．28 
100 

(100) 
－ 2.00 あり 17．９．９ 

㈱シバックス 第７回 私募債 13．12．10 200 
200 

(200)
0.71 なし 18．12．５ 

㈱シバックス 第８回 私募債 14．１．25 100 
100 

(100)
0.70 なし 19．１．25 

㈱シバックス 第９回 私募債 15．３．25 100 100 0.86 あり 20．３．25 

㈱シバックス 第10回 私募債 16．９．15 
180 

(40) 

140 

(40) 
0.75 なし 21．９．15 

㈱シバックス 第11回 私募債 16．９．29 
180 

(40) 

140 

(40) 
0.74 なし 21．９．29 

㈱ソルプラス 第１回 私募債 14．12．30 
100 

(50) 

50 

(50) 
0.46 なし 18．12．29 

㈱日本テクシード 第１回 私募債 15．12．25 
240 

(60) 

180 

(60) 
0.69 なし 20．12．25 

スタンダード㈱ 第１回 無担保社債 16．３．25 50 50 0.87 なし 21．３．25 

スタンダード㈱ 第２回 無担保社債 16．３．25 50 50 0.74 なし 20．３．25 

東邦システム㈱ 第１回 無担保社債 16．８．25 
180 

(40) 

140 

(40) 
0.20 なし 21．８．25 

プラコー 

（注）２ 
第３回 私募債 16．11．５ 

501 

｛5,000百万

ウォン｝ 

588 

(588) 

｛5,000百万

ウォン｝ 

6.23 あり 18．11．５ 

ムネカタ㈱ 第１回 私募債 18．３．９ － 
700 

(105)
1.39 なし 25．３．８ 

ムネカタ㈱ 第２回 私募債 18．３．10 － 
500 

(72)
1.31 なし 25．３．８ 

アキュリス 

（注）２、３ 
第１回無保証転換社債 16．８．27 － 

1 

{13百万ウォ

ン } 

1.00 なし 19．８．27 

アキュリス 

（注）２、４ 

第１回無保証新株引受権

付社債 
16．12．15 － 

322 

｛2,707千米

ドル｝ 

4.66 なし 23．12．14 

その他 

（注）４ 

第１回無担保新株引受権

付社債 
13．６．20 － 

5 

(5)
1.80 なし 18．９．25 

合計 － － 
2,331 

(680) 

3,267 

(1,300) 
－ － － 

銘柄 発行株式 
転換価格 

（円） 
転換請求期間 

第１回無保証転換社債 普通株式 
91 

{774ウォン} 

平成16年11月27日～ 

平成19年８月26日 



４．新株引受権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

なお、新株引受権は、本社債と分離して譲渡することができます。 

５．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

銘柄 新株引受権行使期間 
発行価格 
（円） 

発行価額の総額
（百万円） 

発行株式 
付与割合 
（％） 

第１回無担保

新株引受権付

社債 

平成17年３月14日～ 

平成23年12月13日 

91 

{775ウォン} 

322 

{2,707千米ドル} 
普通株式 100 

第１回無保証

新株引受権付

社債 

平成13年６月20日～ 

平成18年９月24日 
100,000 50 普通株式 100 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

1,300 508 407 237 177 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 24,972 41,359 3.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 14,220 17,905 2.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 41,118 46,384 2.4 平成19年～35年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 80,310 105,649 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 15,018 12,039 10,824 5,356 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,689   5,949  

２．受取手形   967   823  

３．売掛金   2,790   3,060  

４．有価証券   2,601   2,302  

５．製品   77   95  

６．原材料   145   130  

７．仕掛品   146   210  

８．貯蔵品   19   35  

９．前払費用   67   52  

10．繰延税金資産   82   56  

11．関係会社短期貸付金   50   －  

12．その他   40   49  

13．貸倒引当金   △4   △2  

流動資産合計   11,673 15.9  12,763 13.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(１)建物 ※１ 2,631   3,105   

減価償却累計額  △1,563 1,068  △1,585 1,519  

(２)構築物  127   136   

減価償却累計額  △98 29  △103 32  

(３)機械及び装置 ※１ 602   624   

減価償却累計額  △446 156  △476 148  

(４)車両運搬具  61   65   

減価償却累計額  △44 17  △48 17  

(５)工具器具及び備品  276   288   

減価償却累計額  △202 73  △197 91  

(６)土地 ※１  1,318   1,084  

(７)建設仮勘定    18   0  

有形固定資産合計   2,681 3.7  2,894 3.1 

２．無形固定資産        

(１)電話加入権   9   9  

(２)ソフトウェア   22   31  

無形固定資産合計   32 0.0  40 0.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(１)投資有価証券   60   115  

(２)関係会社株式   55,172   75,622  

(３)出資金   0   －  

(４)関係会社出資金   6   6  

(５)関係会社長期貸付金   1,430   1,407  

(６)関係会社長期預け金   1,041   －  

(７)長期未収入金   106   83  

(８)長期前払費用   25   20  

(９)差入保証金   490   489  

(10)保険積立金   7   2  

(11)繰延税金資産   356   182  

(12)再評価に係る繰延税
金資産 

※２  112   107  

(13)その他   7   389  

(14)貸倒引当金   △5   △5  

投資その他の資産合計   58,813 80.4  78,423 83.3 

固定資産合計   61,526 84.1  81,358 86.4 

資産合計   73,200 100.0  94,121 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   540   523  

２．短期借入金 ※１  2,000   4,000  

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※１  3,113   5,260  

４．未払金   540   459  

５．未払費用   34   41  

６．未払法人税等   626   6  

７．未払消費税等   64   84  

８．前受金   8   0  

９．預り金   7   18  

10．賞与引当金   68   76  

11．その他   1   2  

流動負債合計   7,006 9.6  10,474 11.1 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  13,993   13,862  

２．長期未払金   106   511  

３．退職給付引当金   20   22  

４．役員退職慰労引当金   427   －  

固定負債合計   14,547 19.8  14,396 15.3 

負債合計   21,554 29.4  24,870 26.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  21,915 29.9  30,755 32.7 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  22,744   31,579   

資本剰余金合計   22,744 31.1  31,579 33.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  111   111   

２．任意積立金        

(1）固定資産圧縮積立金  54   54   

(2）配当平均積立金  450   450   

(3）別途積立金  4,950   5,500   

３．当期未処分利益  1,565   910   

利益剰余金合計   7,131 9.8  7,025 7.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２  △163 △0.2  △156 △0.2 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  25 0.0  55 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※５  △6 △0.0  △8 △0.0 

資本合計   51,646 70.6  69,251 73.6 

負債資本合計   73,200 100.0  94,121 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   12,677 100.0  13,507 100.0

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  70   77   

２．当期製品製造原価  8,151   9,415   

合計  8,222   9,492   

３．製品期末たな卸高  77 8,145 64.3 95 9,397 69.6

売上総利益   4,532 35.7  4,109 30.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運搬費  39   42   

２．広告宣伝費  29   49   

３．貸倒引当金繰入額  0   －   

４．役員報酬  141   180   

５．給料  134   187   

６．賞与  26   25   

７．賞与引当金繰入額  23   29   

８．福利厚生費  43   55   

９．退職給付費用  3   6   

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

 34   －   

11．販売業務委託料  371   407   

12．管理業務委託料  287   304   

13．旅費交通費  89   90   

14．減価償却費  37   27   

15．賃借料  72   148   

16．その他 ※１ 347 1,681 13.2 469 2,025 15.0

営業利益   2,850 22.5  2,084 15.4

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※２ 19   25   

２．有価証券利息  0   －   

３．受取配当金 ※２ 43   211   

４．為替差益   2   6   

５．雑収入  12 77 0.6 20 263 2.0

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  240   290   

２．新株発行費  63   99   

３．貸倒引当金繰入額  1   0   

４．上場関連費用  －   62   

５．雑損失  4 310 2.5 0 454 3.4

経常利益   2,617 20.6  1,893 14.0

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 0   19   

２．関係会社株式売却益  －   92   

３．貸倒引当金戻入額  2 3 0.0 1 112 0.8

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除売却損 ※４ 2   28   

２．固定資産評価損  ※５ 286   －   

  
３．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

 393   －   

４．関係会社支援損  －   740    

５．関係会社株式評価損  － 681 5.3 174 943 6.9

税引前当期純利益   1,938 15.3  1,062 7.9

法人税、住民税及び事
業税 

 1,089   515   

法人税等調整額  △288 800 6.3 184 699 5.2

当期純利益   1,138 9.0  363 2.7

前期繰越利益   528   554  

土地再評価差額金取崩
額 

  △100   △7  

当期未処分利益   1,565   910  

        



製造原価明細書 

 （注） １ 当社の原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費  845 10.5 843 8.9 

Ⅱ 外注加工費  4,406 55.0 4,924 51.9 

Ⅲ 労務費  878 11.0 1,613 17.0 

Ⅳ 経費 ※２ 1,881 23.5 2,112 22.2 

当期製造費用  8,012 100.0 9,494 100.0 

期首仕掛品たな卸高  298  146  

合計  8,310  9,640  

期末仕掛品たな卸高  146  210  

他勘定振替高 ※３ 12  14  

当期製品製造原価  8,151  9,415  

      

項目 前事業年度 当事業年度 

賃借料（百万円） 314 322 

減価償却費（百万円） 157 171 

管理業務委託料（百万円） 787 857 

項目 前事業年度 当事業年度 

会議費への振替（百万円） 11 2 

広告宣伝費への振替（百万円） 1 6 

その他（百万円） 0 5 

計 12 14 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日） 
（平成17年６月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日） 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,565  910 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

 0 45 45 

合計   1,566  955 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  344  510  

２．役員賞与金  117  80  

３．任意積立金      

(1）別途積立金  550 1,011 100 690 

Ⅳ 次期繰越利益   554  265 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品・仕掛品 

 個別法による原価法 

(1）製品・仕掛品 

同左 

 (2）原材料 

 移動平均法による原価法（一部の原

材料については最終仕入原価法） 

(2）原材料 

同左 

 (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     15～38年 

機械及び装置 ６～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支払に充てるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における年金財政計算上の

責任準備金から適格退職年金資産残高

を控除した額を退職給付引当金として

計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、役員退職慰労金は支出時の費

用として処理しておりましたが、当事

業年度末をもって役員退職慰労金制度

を廃止し、内規に基づく廃止時点の退

職慰労金額を支給することを取締役会

で決議したことに伴い、当事業年度よ

り、支給見込額を計上する方法に変更

しております。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べ、営業利益及び経常利益

は34百万円、税引前当期純利益は427百

万円それぞれ減少しております。  

 なお、当該会計処理の変更は、役員

退職慰労金制度の廃止が下半期以降に

行われたことにより、当事業年度下期

に行っております。この結果、当中間

会計期間は従来の会計処理方法によっ

ており、変更後の会計処理方法によっ

た場合に比べ、中間財務諸表の営業利

益及び経常利益はそれぞれ17百万円、

税引前中間純利益は410百万円多く計上

されております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 ────── 

（追加情報） 

 前事業年度末をもって、役員退職慰

労金制度を廃止し、内規に基づく廃止

時点の退職慰労金額を支給することを

平成17年６月29日開催の定時株主総会

で決議したことに伴い、役員退職慰労

金の未払金額427百万円について、「長

期未払金」に含めて計上しておりま

す。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 社内管理規程は特に設けておりませ

んが、取締役会において承認された基

本方針に従い、統括本部が行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

────── 

（損益計算書） 

 「有価証券利息」は、前事業年度は営業外収益の

内訳として区分掲記しておりましたが、当事業年

度から金額的重要性が低くなったため、営業外収

益の「雑収入」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度の「有価証券利息」の金額は

０百万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に提供している資産 ※１ 担保に提供している資産 

建物 925百万円

土地 1,166 

機械及び装置 24 

合計 2,116 

上記に対応する債務  

短期借入金 1,000百万円

１年以内返済予定長期借入金 1,304 

長期借入金 4,782 

合計 7,086 

建物 969百万円

土地 932 

機械及び装置 18 

合計 1,920 

上記に対応する債務  

１年以内返済予定長期借入金 1,196 

長期借入金 4,586 

合計 5,782 

 上記債務のほか、関係会社の借入金 10,319百万円

及び関税保証 ２百万円について上記資産を担保に提

供しております。 

 上記債務のほか、関係会社の借入金 15,454百万円

及び関税保証 20百万円について上記資産を担保に提

供しております。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号及び平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地

再評価差額金を資本の部に計上しております。 

※２ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号及び平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地

再評価差額金を資本の部に計上しております。 

  再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算定する方法により算出 

  再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算定する方法により算出 

  再評価を行った年月日：平成14年３月31日   再評価を行った年月日：平成14年３月31日 

  再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額 

 

 

：△221百万円 

  再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額 

 

 

：△244百万円 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 ※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式  50,000,000株

発行済株式総数 普通株式    30,650,796株

授権株式数   普通株式 50,000,000株

発行済株式総数 普通株式 34,050,796株

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

４ 保証債務 ４ 保証債務 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

クローバー電子工業㈱ 6,752 借入債務 

㈱ソルプラス 4,044 
借入及びリ
ース債務 

ＰＣＬグループ 2,791 借入債務 

ムネカタ㈱ 2,286 借入債務 

プラコー 2,277 借入債務 

㈱タクミック・エスピー 2,159 借入債務 

㈱サトーセン 1,730 借入債務 

岐阜精機工業㈱ 1,525 借入債務 

アーケルエンタープライズ 1,447 借入債務 

㈱安田製作所他25社 11,372 借入債務 

合計 36,384 － 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

クローバー電子工業㈱ 9,371 借入及びリ
ース債務 

アークセチンマネジメント 5,836 借入債務 

㈱ソルプラス 3,900 
借入及びリ
ース債務 

ＰＣＬグループ 2,758 借入債務 

アーケルエンタープライズ 2,386 借入債務 

アキュリス 2,305 借入債務 

サーモ 2,111 借入債務 

プラコー 2,108 借入債務 

㈱タクミック・エスピー 1,804 借入債務 

ムネカタ㈱他35社 20,564 借入債務 

合計 53,149 － 

※５ 自己株式 

 当社が所有する自己株式の数は、普通株式3,012株

であります。 

※５ 自己株式 

 当社が所有する自己株式の数は、普通株式3,498株

であります。 

６  

────── 

６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は55百万円であ

ります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１  ※１ 研究開発費の総額 

────── 一般管理費に含まれる研究開発費 

  60百万円

※２ 関係会社との取引 ※２ 関係会社との取引 

受取利息 18百万円

受取配当金 43 

受取利息      24百万円

受取配当金 211 

※３ 固定資産売却益の内容 ※３ 固定資産売却益の内容 

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0 

 合計 0 

建物       2百万円

機械及び装置 0 

土地 16 

 合計 19 

※４ 固定資産除売却損の内容 ※４ 固定資産除売却損の内容 

売却損  

工具器具及び備品  0百万円

車両運搬具 0 

合計 0 

売却損  

建物 0百万円

構築物 0 

機械及び装置 0 

工具器具及び備品 0 

車両運搬具 0 

土地 20 

合計 21 

除却損  

建物    0百万円

機械及び装置 1 

工具器具及び備品 0 

車両運搬具 0 

合計 2 

除却損  

建物       3百万円

機械及び装置 0 

車両運搬具 0 

工具器具及び備品 2 

合計 7 

※５ 固定資産評価損の内容 

  売却予定の固定資産について、売却見込額まで

評価減を行ったものであり、その内訳は次のとお

りであります。 

※５  

────── 

建物 212百万円

構築物 2 

土地 71 

合計 286 

 

  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当事業年度（平成18年３月31日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 811 406 404 

工具器具及び
備品 

268 182 86 

その他 376 220 156 

合計 1,456 809 646 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 1,138 432 705 

工具器具及び
備品 

214 107 107 

その他 342 171 170 

合計 1,695 712 983 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内     228百万円

１年超     431百万円

合計     659百万円

１年内 271百万円

１年超 723百万円

合計 995百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料     285百万円

減価償却費相当額     269百万円

支払利息相当額     12百万円

支払リース料 286百万円

減価償却費相当額 275百万円

支払利息相当額 10百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額と物件の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

 ────── 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,244 10,900 2,656 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 8,173 12,458 4,284 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税      49百万円

賞与引当金 27 

子会社株式 29 

固定資産評価損 185 

役員退職慰労引当金  173 

その他 26 

繰延税金資産合計 493 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △37 

その他有価証券評価差額金 △17 

繰延税金負債合計 △54 

繰延税金資産の純額 438 

繰延税金資産  

賞与引当金      31百万円

関係会社株式 100 

長期未払金  173 

関係会社支援損 301 

その他 61 

繰延税金資産小計 667 

評価性引当額 △372 

繰延税金資産合計 295 

繰延税金負債  

未収事業税 △12 

固定資産圧縮積立金 △5 

その他有価証券評価差額金 △38 

繰延税金負債合計 △56 

繰延税金資産の純額 238 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.7％

税率の増加（△減少）原因  

永久に損金に算入されない項目 △0.1 

税額控除 △0.2 

住民税均等割 0.8 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.3％

法定実効税率 40.7％

税率の増加（△減少）原因  

永久差異 △7.2 

評価性引当 30.0 

住民税均等割 1.4 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.8％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,681.35円 

１株当たり当期純利益      36.89円 

１株当たり純資産額 2,031.62円 

１株当たり当期純利益  8.79円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株につき２株の 

株式分割を行っております。 

 

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場 

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。  

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,434.01円 

１株当たり当期純利益      53.15円 

 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,138 363 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 117 80 

（うち利益処分による役員賞与金） (117) (80) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,021 283 

期中平均株式数（千株） 27,682 32,225 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

株式会社三洋化成製作所の株式取得による買収 株式会社ソーデナガノの株式取得による業務・資本提携 

（1）その旨及び目的 

 当社のビジネスモデルである合理的な新製品開発

体制＝フルラインネットワークを確立するため、携

帯電話機の外装ケース等の各種プラスチックの射出

成形・塗装・組立てにおいて高い技術を有する㈱三

洋化成製作所の株式を70％取得いたしました。 

（1）その旨及び目的 

 金属製品の精密プレス加工や加工用金型の分野に

おいて高い技術を持ち、国内及び東南アジアに複数

の製造・販売拠点網を有する同社と業務・資本提携

を行うことにより、合理的な新製品開発体制＝フル

ラインネットワークの拡充を図るため、㈱ソーデナ

ガノの株式を40％取得いたしました。 

（2）買収の方式 （2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 既存株主からの株式譲受 

（3）買収する会社の名称及び規模 （3）買収する会社の名称及び規模 

名称 ㈱三洋化成製作所 

住所 横浜市都筑区佐江戸町683番地 

社長 代表取締役社長 金子 真二 

資本金 80百万円 

従業員 230名 

名称 ㈱ソーデナガノ 

住所 長野県岡谷市長地御所２丁目13

番29号 

社長 代表取締役社長 早出 隆幸 

資本金 80百万円 

従業員 120名 

（4）株式取得の時期 

平成17年４月６日 

（4）株式取得の時期 

平成18年４月６日 

（5）株式取得後の所有割合 

70％ 

（5）株式取得後の所有割合 

40％ 

岡山ミノルタ精密株式会社の株式取得による買収 株式会社グラフィックプロダクツ 株式の公開買付け 

（1）その旨及び目的 

 多様化する顧客ニーズへの対応力をこれまで以上

に高めるため、マグネシウム部品の優れた成形加工

技術の蓄積を持つ岡山ミノルタ精密㈱の株式を100％

取得し、子会社化いたしました。 

 なお、同社は子会社化に伴い、商号を「アーク岡

山株式会社」に変更いたしました。 

（2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 

 当社は、ジャスダック証券取引所に上場している

株式会社グラフィックプロダクツの発行済株式の公

開買付けを実施いたしました。 

（1）その旨及び目的 

 金型製造用ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの開発・販売

を行い、特に金型用３次元ＣＡＭシステムの開発に

おいては国内最大手であり、北米、タイでも事業を

展開する同社と業務・資本提携を行い、金型製造現

場に精通した質の高いシステムの供給を受けること

により、スピーディーな技術開発シナジー効果を図

るため、同社の株式の公開買付けを実施いたしまし

た。 

（3）買収する会社の名称及び規模 （2）対象会社の概要 

（4）株式取得の時期 

平成17年４月20日 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

名称 岡山ミノルタ精密㈱ 

  
（株式取得後、「アーク岡山

株式会社」へ商号変更） 

住所 岡山県真庭市下市瀬1100番地 

社長 代表取締役社長 別府 正敏 

資本金 40百万円 

従業員 230名 

名称 ㈱グラフィックプロダクツ 

住所 東京都渋谷区恵比寿１丁目19番

19号 恵比寿ビジネスタワー 

社長 代表取締役ＣＥＯ 田端 雅和 

資本金 884百万円 

従業員 215名 

（3）買付価格   

１株当たり675円   

（4）取得した株式数 4,598,500 株 

買付等に要する資金   3,176  百万円 

取得後の株式数 4,598,600 株  

取得後の所有割合     51 ％ 

 （5）公開買付けの決済の開始日 

平成18年６月13日 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Cecchin Management Limitedの株式取得による買収 株式の分割 

（1）その旨及び目的 

北米地域での多様化する顧客ニーズへの対応力強化

を図るため、自動車用大・中型プラスチック成形用金

型製造、プラスチック成形量産及び自動車内装張りラ

ミネート等の事業を展開する

Cecchin Management Limitedの株式を51％取得いたし

ました。 

 なお、同社は株式取得に伴い、商号を

「ARRK Cecchin Management Ltd.」に変更いたしまし

た。 

平成18年１月24日開催の当社取締役会の決議に基

づき、次のように株式分割による新株式を発行して

おります。 

１．平成18年４月１日をもって普通株式１株につき２

株に分割いたしました。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式 34,050,796株 

（2）買収の方式 

米国内に日本アークの100％出資子会社

ARRK North America Holdings,Inc.（以下「ANAH」と

いう）を設立、同じくカナダ内にANAHの100％出資子

会社ARRK Canada Holdings,Inc.（以下「ACHI」とい

う）を同時に設立し、ACHIが既存株主から株式譲受 

（2）分割方法 

平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株

につき２株の割合をもって分割いたしました。 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Cecchin Management Limited 

  

（株式取得後、

「ARRK Cecchin Management Ltd.」

へ商号変更） 

住所 2045 Solar Crescent,  

Oldcastle, Ontario, Canada 

社長 Euclide Cecchin 

資本金 45.6百万カナダドル 

従業員 400名 

    

（4）株式取得の時期 

平成17年４月30日 

（5）株式取得後の所有割合 

51％ 

２．配当の起算日 

平成18年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報及び、当期首

に行われたと仮定した場合の当事業年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

840.68円 1,015.81円 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

18.45円 4.39円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

─ ─ 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

新会社（SERMO SAS)の設立及び営業譲受 ────── 

（1）その旨及び目的 

欧州地域の自動車向け金型事業の充実を図るた

め、自動車用パーツの成形用金型設計及び製造の事

業展開をしている旧SERMOグループの営業を譲受ける

ことを目的として、平成17年４月28日に新会社を設

立いたしました。 

 

（2）譲受けの方式 

連結子会社である英国アークの100％出資子会社

SERMO SASを設立し、同社が旧SERMOグループから子

会社株式及び資産を譲受 

 

（3）新会社の名称及び規模 

名称 SERMO SAS 

住所 Zone Artisanale 

de l'Esperance, 85600 St 

Hilaire de Loulay, 

Montaigu, France 

社長 Peter Rawson 

資本金 ５百万ユーロ 

従業員 200名 

 

（4）譲受けの時期 

平成17年７月下旬予定 

 

（5）譲受け後の株式所有割合 

100％ 

 

株式会社キョウデンプロダクツの株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

国内フルラインネットワーク拡充の一環として、

関西地区における成形分野の強化を図るため、各種

プラスチック射出成形事業を展開する㈱キョウデン

プロダクツの株式を100％取得いたしました。 

 なお、同社は株式取得に伴い、商号を「株式会社

アークプロダクツ」に変更いたしました。 

 

（2）買収の方式 

既存株主からの株式譲受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 ㈱キョウデンプロダクツ 

  
（株式取得後、「株式会社アー

クプロダクツ」へ商号変更） 

住所 大阪府羽曳野市川向2056番地 

社長 代表取締役社長 布川 清 

資本金 100百万円 

従業員 29名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Advanced Tooling Systems B.V.の株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

Advanced Tooling Systems B.V.はオランダの持株

会社であり、傘下の子会社を通じて、自動車用大型

金型製造事業を展開しており、欧州地域でのフルラ

インサービス事業の拡大を目指し、同社の株式を

100％取得いたしました。 

 

（2）買収の方式 

連結子会社である英国アークによる既存株主から

の株式譲受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Advanced Tooling Systems B.V. 

住所 Rijssen Twentepoort, Oost 

24 Postbus 301 7600  

AH Almelo, Netherland 

代表者 Gerhardus Hermanus Kleizen 

資本金 23千ユーロ 

従業員 200名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

100％ 

 

Accuris Co., Ltd.の株式取得による買収 ────── 

（1）その旨及び目的 

フルラインサービス事業の新たな分野であるプリ

ント基板分野の強化を図るため、韓国KOSDAQ市場店

頭登録の韓国を代表する通信機器用プリント基板の

製造会社であるAccuris Co., Ltd.の株式を30％取得

いたしました。 

 

（2）買収の方式 

連結子会社である韓国アークが第三者割当増資の

引受 

 

（3）買収する会社の名称及び規模 

名称 Accuris Co., Ltd. 

住所 大韓民国京畿道安山市檀圓区城 

谷洞632-１,８（半月工團608-

22） 

代表者 金京熙 

資本金 14,248百万ウォン 

従業員 243名 

 

（4）株式取得の時期 

平成17年５月31日 

 

（5）株式取得後の所有割合 

30％ 

 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ 
35 64 

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ 
38 36 

シャープ株式会社 6,966 14 

小計 7,040 115 

計 7,040 115 

種類及び銘柄 投資口数等（千口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

ＦＦＦ（フリー・ファイナンシャル・

ファンド） 
1,300,415 1,300 

ＭＭＦ（マネー・マネージメント・フ

ァンド） 
1,001,706 1,001 

小計 2,302,121 2,302 

計 2,302,121 2,302 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増減額のうち主なものは次のとおりです。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 2,631 563 90 3,105 1,585 101 1,519 

構築物 127 9 0 136 103 5 32 

機械及び装置 602 37 15 624 476 44 148 

車両運搬具 61 8 4 65 48 7 17 

工具器具及び備品 276 49 36 288 197 29 91 

土地 1,318 － 233 1,084 － － 1,084 

建設仮勘定 18 467 485 0 － － 0 

有形固定資産計  5,036 1,135 866 5,305 2,411 188 2,894 

無形固定資産        

電話加入権 9 － － 9 － － 9 

ソフトウェア 72 18 － 90 59 10 31 

無形固定資産計 81 18 － 100 59 10 40 

長期前払費用 44 0 0 43 22 4 20 

建物 増加額（百万円） 新東京本社 422 

建物  増加額（百万円） 富士吉田工場 95 

建物 減少額（百万円） 旧東大阪支社 58 

土地 減少額（百万円） 旧東京本社 185 

土地 減少額（百万円） 旧東大阪支社 48 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は3,498株であります。 

２．当期増加額は、公募及び第三者割当増資による新株式の発行によるものであります。 

３．任意積立金の当期増減額は、すべて前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、主に一般債権に対する引当金の洗替額であります。 

２．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴い、全額「長期未払  

金」へ振替えたことにより、減少したものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 21,915 8,840 － 30,755 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (30,650,796) (3,400,000) （－） (34,050,796) 

普通株式（注）２ （百万円） 21,915 8,840 － 30,755 

計 （株） (30,650,796) (3,400,000) （－） (34,050,796) 

計 （百万円） 21,915 8,840 － 30,755 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

（注）２ 
（百万円） 22,744 8,834 － 31,579 

計 （百万円） 22,744 8,834 － 31,579 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 111 － － 111 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金 

（注）３ 
（百万円） 54 － 0 54 

配当平均積立金  （百万円） 450 － － 450 

別途積立金（注）３ （百万円） 4,950 550 － 5,500 

計 （百万円） 5,565 550 0 6,115 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注）１ 10 3 0 4 8 

賞与引当金 68 76 68 － 76 

役員退職慰労引当金（注）２ 427 － － 427 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 5 

預金  

当座預金 2,919 

普通預金 24 

定期預金 3,000 

小計 5,944 

合計 5,949 

相手先 金額（百万円） 

日本信号株式会社 66 

株式会社足立ライト工業所 64 

三菱電機株式会社 64 

アビリット株式会社 37 

株式会社モリタ東京製作所 30 

その他 559 

合計 823 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 216 

５月 209 

６月 200 

７月 167 

８月 29 

合計 823 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

ニ．製品 

ホ．原材料 

相手先 金額（百万円） 

株式会社本田技術研究所 405 

三洋電機株式会社 285 

スタンレー電気株式会社 231 

株式会社シャープ 135 

市光工業株式会社 127 

その他 1,875 

合計 3,060 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,790 14,175 13,904 3,060 82.0 75 

品名 金額（百万円） 

デザイン・設計 22 

モデル 23 

金型・成形品 48 

その他 1 

合計 95 

品名 金額（百万円） 

モデル材料  

加工材料（ＡＢＳ樹脂等） 31 

表面処理材料（塗料等） 4 

注型材料（シリコン樹脂等） 9 

光造形材料（硬化性樹脂等） 61 

小計 106 

金型・成形品材料 24 

合計 130 



ヘ．仕掛品 

ト．貯蔵品 

② 固定資産 

関係会社株式 

品名 金額（百万円） 

デザイン・設計 66 

モデル 84 

金型・成形品 58 

その他 1 

合計 210 

品名 金額（百万円） 

ペーパー類 4 

溶剤類 2 

工具類 2 

回数券 26 

パンフレット 0 

合計 35 

相手先 金額（百万円） 

英国ア－ク 15,877 

岐阜精機工業株式会社 5,590 

プラコー 5,535 

タイア－ク 5,233 

株式会社タクミック・エスピー 4,771 

その他 38,615 

合計 75,622 



③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

ハ．１年以内返済予定長期借入金 

④ 固定負債 

長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ムネカタ株式会社 46 

株式会社アークプロダクツ 42 

アークサンジェント 25 

株式会社ソルプラス 22 

アーク岡山株式会社 14 

その他 373 

合計 523 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三井住友銀行 2,000 

その他 2,000 

合計 4,000 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,481 

株式会社三井住友銀行 1,842 

株式会社みずほ銀行 419 

その他 1,516 

合計 5,260 

相手先 金額（百万円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 4,166 

株式会社三井住友銀行 2,228 

株式会社みずほ銀行 1,704 

その他 5,762 

合計 13,862 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、第35期より決算公告に代えて、貸借対照表及び損益計算書を当社のホームページ

（http://www.arrk.co.jp/ir/ir_pr3.html）に掲載しております。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第37期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）有価証券届出書（一般募集増資） 

  平成17年９月14日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（第三者割当増資） 

   平成17年９月14日関東財務局長に提出 

(4）有価証券届出書（一般募集増資）の訂正届出書 

   平成17年９月27日関東財務局長に提出 

(5）有価証券届出書（第三者割当増資）の訂正届出書 

    平成17年９月27日関東財務局長に提出 

(6）半期報告書 

 （第38期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月29日

株式会社アーク    

  取締役会 御中 

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 石 田    昭   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 吉 村 祥 二 郎  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社アークの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４．会計処理基準に関する事項」（ニ）

(4)に記載されているとおり、会社は当連結会計年度に役員退職慰労金について支出時の費用として処

理する方法から、支給見込額を計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を

継続的に行っている。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日 

株式会社 アーク    

取締役会 御中    

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 石 田    昭   印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 吉 村 祥 二 郎  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社アークの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結

会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連

結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を

継続的に行っている。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成17年６月29日

株式会社アーク    

  取締役会 御中 

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 石 田    昭    印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 吉 村 祥 二 郎   印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社アークの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アークの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「重要な会計方針」の「６．引当金の計上基準」(4)に記載されているとおり、会社は当事業年度に

役員退職慰労金について支出時の費用として処理する方法から、支給見込額を計上する方法に変更し

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を

継続的に行っている。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年６月29日

株式会社アーク    

  取締役会 御中 

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 石 田    昭    印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 吉 村 祥 二 郎   印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社アークの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第38期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アークの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準

が適用されることとなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を

継続的に行っている。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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